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(57)【要約】
　腔内送達デバイスのワーキングチャネルを通じた挿入
に適したアブレーションプローブ（１００；２００）は
、周辺組織に放射線を当てるように構成されたアプリケ
ータ（１０２；２０２）を備える。プローブはさらに、
アプリケータ（１０２；２０２）に電磁エネルギーを供
給するように構成された給電ケーブル（１０４；２０４
）を備える。プローブはさらに、第１冷媒流経路（１０
６）をさらに備える。さらに、プローブが挿入しやすい
挿入形態と、展開形態との間で遷移可能に構成された変
形可能部材（１１０；２１０）も設けられる。変形可能
部材（１１０；２１０）は前記展開形態において冷媒が
流れることを可能とする第２冷媒路（１０８）を実現す
る。プローブはさらに、給電ケーブルの先端を収容する
ように構成されたチューブをさらに有し、変形可能部材
は前記チューブの少なくとも一部を囲い、チューブは弾
性材料から形成される。
【選択図】図１ｂ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　腔内送達デバイスのワーキングチャネルを通じた挿入に適したアブレーションプローブ
であって、
　周辺組織に放射線を当てて加熱するように構成されたアプリケータと、
　前記アプリケータに電磁エネルギーを供給するように構成された給電ケーブルと、
　冷媒が流れることができる第１冷媒流経路と、
　前記プローブが挿入しやすい挿入形態と、展開形態との間で遷移するように構成された
変形可能部材とを備え
　前記変形可能部材は、前記展開形態において冷媒が流れることを可能とする第２冷媒路
を実現し、
　前記アブレーションプローブが、
　前記給電ケーブルの先端部を収容するように構成されたチューブをさらに有し、
　前記変形可能部材は、前記チューブの少なくとも一部を囲い、
　前記チューブは弾性材料から形成される、アブレーションプローブ。
【請求項２】
　前記チューブが超弾性材料から形成される、または、
　前記チューブが導電性材料から形成される、請求項１に記載のアブレーションプローブ
。
【請求項３】
　前記第２冷媒路は、前記変形可能部材のみにより、前記プローブの長さ方向に沿った少
なくとも一部に設けられる、請求項１または２に記載のアブレーションプローブ。
【請求項４】
　前記変形可能部材は、前記第１冷媒路の先端に流体接続される、請求項１から３のいず
れか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項５】
　前記プローブは、
　ａ）前記変形可能部材と、前記アプリケータと、前記給電ケーブルの前記先端部と、前
記チューブの少なくとも一部と、前記第１冷媒路の先端とを含む針部と、
　ｂ）前記給電ケーブルの基部と、前記第１冷媒路の前記基部と、冷媒導管とを含むカテ
ーテル部とを備え、
　前記変形可能部材は、前記針部と前記カテーテル部との間の境界で前記冷媒導管に流体
接続され、前記冷媒導管は、好ましくは変形不能冷媒導管である、
　請求項１から４のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項６】
　前記針部の最大断面サイズは、前記カテーテル部の最大断面サイズよりも小さい、請求
項５に記載のアブレーションプローブ。
【請求項７】
　前記給電ケーブルの前記先端は先端断面サイズであり、前記給電ケーブルの前記基部は
基端断面サイズであり、前記先端断面サイズは前記基端断面サイズよりも小さい、請求項
５または６に記載のアブレーションプローブ。
【請求項８】
　前記給電ケーブルの前記先端部を、前記給電ケーブルの前記基部に機械的および電気的
に結合するように構成されたコネクタをさらに備える、請求項７に記載のアブレーション
プローブ。
【請求項９】
　ａ）前記コネクタは、前記給電ケーブルの前記先端部を前記給電ケーブルの前記基部に
機械的および電気的に結合するように構成された接合部材を備え、前記接合部材は、前記
給電ケーブルの前記基部を収容するような形状の基端と、前記給電ケーブルの先端を収容
するように構成された先端とを有する、
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　ｂ）前記コネクタの一部は、前記給電ケーブルの前記先端部を収容する前記チューブ内
に延在することで、それら要素間に機械的結合を形成するように構成される、
　ｃ）前記コネクタは誘電部材を有し、前記誘電部材は、前記給電ケーブルの前記基部お
よび／または先端と、前記給電ケーブルの前記基部および／または先端部のそれぞれの前
記外側導体との間の領域を少なくとも一部埋めるように構成される、及び、
　ｄ）前記コネクタは、封止部材を有し、前記封止部材は、前記コネクタと、前記給電ケ
ーブルの前記先端部および前記給電ケーブルの前記基部の一方または両方との間の接続領
域を少なくとも一部囲む、
　ことのいずれかを少なくとも１つを備える、請求項８に記載のアブレーションプローブ
。
【請求項１０】
　前記カテーテル冷媒導管は、前記変形可能部材に結合されたカテーテルチューブから形
成され、前記アプリケータと、前記給電ケーブルの前記先端部を収容するチューブと、前
記給電ケーブルとは、前記カテーテルチューブに対して、前記変形可能部材が前記アプリ
ケータの先端を覆う被覆状態と、前記変形可能部材が前記アプリケータの先端を覆わない
非被覆状態との間で遷移するように移動可能であり、任意選択で、
　前記被覆状態においては、前記アプリケータの前記先端が前記カテーテルチューブ内に
配置され、前記非被覆状態においては、前記アプリケータの前記先端が前記カテーテルチ
ューブ内に配置されず、前記変形可能部材は、前記カテーテルチューブの先端部分と前記
アプリケータとの両方に接続された状態にとどまる、
　請求項５から９のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１１】
　前記変形可能部材は、前記展開形態において、前記アプリケータを少なくとも一部囲む
ように構成される、請求項１から１０のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１２】
　前記展開形態において、前記変形可能部材は、前記アブレーションプローブを前記周辺
組織に対して固定するような形状となる、請求項１から１１のいずれか一項に記載のアブ
レーションプローブ。
【請求項１３】
　前記アプリケータを、前記給電ケーブルの前記先端部を収容する前記チューブへと結合
するように構成された繋ぎ部材をさらに備え、
　前記繋ぎ部材は、前記チューブの一部と前記アプリケータの一部とを囲うことで、これ
らの間の接続を繋ぐ繋ぎチューブを有し、
　好ましくは、前記繋ぎチューブと、前記チューブとアプリケータとが固く嵌合すること
で、それらの間に摩擦嵌合が実現される、
　請求項１から１２のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１４】
　前記変形可能部材は、前記アブレーションプローブの前記長さ方向に沿って延在する、
１つ以上の細長変形可能経路を含み、任意選択で、前記１つ以上の変形可能経路は、前記
アブレーションプローブの外周の周りに等間隔で配置された複数の経路を含む、
　請求項１から１３のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１５】
　前記変形可能部材は、前記展開形態において最大閾値サイズまで拡張するように構成さ
れ、
　任意選択で、前記変形可能部材は、
　ａ）前記挿入形態と、前記展開形態との間で遷移するように、サイズが拡張または収縮
するように構成されたコンプライアントまたはセミコンプライアント材料、または
　ｂ）前記挿入形態と、前記展開形態との間で遷移するように、畳まれる、または開くよ
うに構成された非コンプライアント材料を備える、
　請求項１から１４のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
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【請求項１６】
　前記アブレーションプローブは、さらに結合部材を有し、前記結合部材は、前記変形可
能部材を前記アプリケータに結合するように構成され、さらに
　ａ）前記結合部材は、前記アプリケータとは異なる材料から形成され、前記結合部材は
前記変形可能部材が接合される接合部位を形成するように構成される、
　ｂ）前記結合部材は、前記アプリケータとの機械的結合を実現するような形状を有し、
好ましくは、前記結合部材は前記アプリケータを囲う結合チューブから形成され、前記結
合チューブは、前記アプリケータの外面と固く嵌合することで、その間に摩擦嵌合が実現
される、及び、
　ｃ）前記結合部材は電気絶縁材から形成される、
　ことのいずれかを少なくとも１つを備える、請求項１から１５のいずれか一項に記載の
アブレーションプローブ。
【請求項１７】
　ａ）前記第１冷媒路は、前記給電ケーブルを囲う前記チューブの内面と、前記給電ケー
ブルの外面との間に形成された冷媒経路を有する、
　ｂ）前記第１冷媒路は前記給電ケーブルを収容する前記チューブの本体内に形成された
１つ以上の冷媒経路を含む、
　ｃ）前記給電ケーブルは、前記アプリケータに信号を送信するように構成された内側導
体と、前記内側導体を遮蔽するように構成された外側導体とを有し、前記第１冷媒路は、
前記外側導体内に形成された１つ以上の冷媒経路を含む、
　ことのいずれかを少なくとも１つを任意選択的に備える、請求項１から１６のいずれか
一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１８】
　前記１つ以上の冷媒経路は、前記チューブの外面または前記外側導体の外面に設けられ
た１つ以上のスロットを含み、前記アブレーションプローブはさらに、前記チューブまた
は前記外側導体の周りに設けられた膜をさらに含み、前記膜は前記第１冷媒路を前記第２
冷媒路から分離するように構成され、及び／また、
　前記１つ以上の冷媒経路は、前記チューブの前記外側導体の長さ方向に沿って配置され
、及び／また、
　前記１つ以上の冷媒経路は、前記外側導体または前記チューブの外周上に等間隔に配置
された複数の経路を含み、好ましくは前記複数の経路は前記外側導体または前記チューブ
の外周上に等間隔に配置された４つの経路を含む、
　請求項１７に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１９】
　前記アプリケータは、前記第１冷媒路に流体接続される１つ以上のアプリケータ冷媒経
路をさらに含み、
　前記１つ以上のアプリケータ冷媒経路は、前記アプリケータの前記本体の外面の１つ以
上の凹部により形成される、及び、
　前記変形可能部材は、前記アプリケータを少なくとも部分的に囲い、前記アブレーショ
ンプローブは前記変形可能部材と、前記アプリケータとの間に設けられた絶縁部材をさら
に含む、
　ことのいずれかを少なくとも１つを任意選択的に備える、請求項１から１８のいずれか
一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項２０】
　前記アプリケータは、前記給電ケーブルの前記先端を収容する前記チューブ内に延在す
るように構成された挿入領域を含み、前記挿入領域は、前記第１冷媒路を前記アプリケー
タ冷媒経路に流体接続するように構成された１つ以上の経路を含む、請求項１９に記載の
アブレーションプローブ。
【請求項２１】
　前記変形可能部材が前記展開形態に遷移したかを検知するセンサをさらに有し、任意で
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前記センサは、前記変形可能部材の前記構成を判定するために、前記アプリケータの１つ
以上の特性または前記周辺組織に印加される前記エネルギーを検知するように構成され、
　ａ）前記変形可能部材内に、１つ以上の前記センサが設けられる、及び、
　ｂ）前記１つ以上のセンサは、１つ以上の温度センサおよび／または１つ以上のインピ
ーダンスセンサを含む、
　ことのいずれか、または、両者を任意選択的に備える、請求項１から２０のいずれか一
項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項２２】
　前記プローブは前記アプリケータの基端に設けられたチョーク要素をさらに有し、
　ａ）前記チョーク要素は少なくとも一部弾性材料で形成され、好ましくは、前記チョー
クはセラミックと金属材料の混合物で形成される、
　ｂ）前記チョーク要素は、前記第１冷媒路を介して流れる前記冷媒により冷却される、
　ｃ）前記チョーク要素は、前記給電ケーブルを収容する前記チューブに一体化される、
　ｄ）前記チョーク要素は、前記給電ケーブルの前記外側導体と、前記給電ケーブルを収
容する前記チューブとの間に延在する、前記アプリケータの一部を含み、任意選択的に前
記アプリケータの前記一部は、
　　ｉ）前記給電ケーブルの前記外側導体と、前記給電ケーブルを収容する前記チューブ
との間を電気的に接続するように構成された金属コーティングを含む、及び／または、
　　ｉｉ）前記アプリケータにより印加された放射線の１／４波長に等しい距離だけ延在
し、
　ｅ）前記給電ケーブルは、外側導体と内側導体とにより形成され、前記外側導体と、前
記給電ケーブルを収容する前記チューブとの間に電気接続が実現され、前記電気接続は、
前記アプリケータにより印加させる前記放射線の約１／４波長の距離だけ前記チューブの
先端から遠位側に実現される、
　ことのいずれかを少なくとも１つを任意選択的に備える、請求項１から２１のいずれか
一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項２３】
　前記変形可能部材は、第２変形可能部材であり、
　前記アブレーションプローブは前記プローブが挿入しやすい挿入形態と、展開形態との
間で遷移するように構成された第１変形可能部材をさらに備え、前記展開形態において、
前記第１冷媒路は、前記第１変形可能部材により少なくとも部分的に実現され、
　任意選択的に、
　　前記第１変形可能部材は、前記給電ケーブルチューブの前記先端部を収容する前記チ
ューブと、前記アプリケータの少なくとも一部の一方または両方を少なくとも部分的に囲
み、
　　さらに任意で、前記第１冷媒流路は、前記給電ケーブルの前記先端部と、前記チュー
ブとの間に形成された導管と、前記チューブと前記第１変形可能部材との間に形成された
導管の一方または両方により形成される、
　請求項１から２２のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項２４】
　前記腔内送達デバイスは、内視鏡、気管支鏡、肺ナビゲーションシステムの内の１つで
ある、請求項１から２３のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、アブレーションプローブに関する。特に、本開示は組織成長を阻害するため
、組織内に熱を生成するように使用され得るアブレーションプローブに関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱アブレーションにより、体内の悪性となり得る組織成長を阻害できる。現行のアブレ
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ーションシステムは、高周波（ＲＦ）エネルギー（またはマイクロ波エネルギー）を、ア
プリケータ先端周囲の組織に送り込むアプリケータを使用する。これにより、局地的加熱
と、悪性細胞の破壊を実現する。このようなアプリケータは、経皮的送達用に設計されて
おり、比較的短く、大径である。しかし、経皮的送達では、多くの病変部位に安全かつ容
易に到達することはできない。例えば、肝臓の裏の膵臓の位置は経皮的送達が困難である
。同様に、胸板を通じて肺に到達しようとすると、気胸が生じかねない。大径アプリケー
タの場合、挿入時に不慮の組織損傷も生じかねない。したがって、既存の経皮的アプリケ
ータが適切に熱アブレーション処置到達可能な適応症の範囲は限られている。
【０００３】
　内視鏡は、消化管に接する数多くの病変部位に到達可能である。当該部位としては、膵
臓、胆道、リンパ節、そして多数の重要な血管が挙げられる。さらに、超音波内視鏡（Ｅ
ＵＳ）システムは、内視鏡内に一体化された超音波撮像システムにより、消化管に隣接し
た組織病変を特定する手段を提供する。生検針を、ＥＵＳシステムを通じて送り込んで、
超音波誘導で対象箇所に誘導してもよい。同様の内視鏡を、超音波と、ナビゲーションシ
ステムの両方を使用して、肺内の病変部位を評価するように利用可能である。この技術は
、長いワーキングチャネルまたは誘導可能カテーテルを病変部位へと誘導するのに利用で
きる。公知のアプリケータ設計は通常、断面積が大きすぎ、長さも弾性も不十分で、特に
内視鏡のワーキングチャネルまたは肺ナビゲーションシステムに不向きである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　アブレーションアプリケータ（特にマイクロ波アプリケータ）をより小さく、より長く
して、内視鏡送達に適するようにするには、多くの課題がある。デバイスをより小さくす
ると、エネルギーをアプリケータ先端に供給するのに使用される電源ケーブルの電力損失
により、送れる電力が限られてしまう可能性がある。即ち、電力損失により、アプリケー
タ先端に届く電力が低減する。したがって先端で生成される熱が少なくなり、治療送達に
時間がかかってしまう。このような損失は、ケーブルの長さ方向に沿った熱となるので、
ケーブルまたは内視鏡の損傷または患者の外傷を防止するため、冷却システムにより制御
される必要がある。細いケーブルの長さ方向に沿って冷却を維持するには、高圧冷却流体
が必要である。公知の冷媒流専用の導管は、アブレーションプローブの全体断面を大きく
し、弾性を損なってしまう。したがって、内視鏡的な利用には即さない。さらに、アプリ
ケータは、内臓に突き刺さり、対象病変に到達するため、最小限の外形と、好ましい機械
的特性を有する必要がある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
一態様において、本開示は
　腔内送達デバイスのワーキングチャネルを通じた挿入に適したアブレーションプローブ
であって、
　周辺組織に放射線を当てて加熱するように構成されたアプリケータと、
　アプリケータに電磁エネルギーを供給するように構成された給電ケーブルと、
　冷媒が流れることができる第１冷媒流経路と、
　プローブが挿入しやすい挿入形態と、展開形態との間で遷移するように構成された変形
可能部材と、を備え、
　変形可能部材が展開形態において冷媒が流れることを可能とする第２冷媒路が設けられ
、
　アブレーションプローブが、
　給電ケーブルの先端を収容するように構成されたチューブをさらに有し、
　変形可能部材はチューブの少なくとも一部を囲い、
　チューブは弾性材料から形成される、アブレーションプローブを提供する。
【０００６】
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　弾性材料製のチューブを設けることで、アブレーションプローブは患者の体内の蛇行経
路に沿ってワーキングチャネルを通じて送達された後にも、永久的に変形することが防止
され得る。これにより、アブレーションプローブが当該ワーキングチャネルを出た後に、
屈曲して、想定外の経路を辿ることが防止されることができ、所望のアブレーション部位
に送達されやすくなる。
【０００７】
　本発明の別の態様では、周辺組織に放射線を当てて加熱するように構成されたアプリケ
ータと、アプリケータに電磁エネルギーを供給するように構成された給電ケーブルと、冷
媒が流れることができる第１冷媒流経路と、プローブが挿入しやすい挿入形態と、展開形
態との間で遷移するように構成された変形可能部材と、を備え、前記変形可能部材は、前
記展開形態において冷媒が流れることを可能とする第２冷媒路を実現するアブレーション
プローブが提供される。
【０００８】
　変形可能部材が挿入形態の際に、アブレーションプローブは挿入しやすい外径を有して
もよい。即ち、小さくコンパクトな外形、または適切な形状または形態であってもよい。
挿入形態において、アブレーションプローブは、不慮の組織損傷を生じる可能性を抑えな
がら組織内に挿入され得る。挿入形状は、アブレーションプローブを内視鏡または肺ナビ
ゲーションシステムを介して、送達しやすくし得る。所望位置に到達すると、変形可能部
材は展開形態に遷移して、戻り冷媒路を実現してもよい。したがって、アブレーションプ
ローブは冷却不要の挿入時に、小さな形状を有し得る。所望位置に到達すると、変形可能
部材を展開して、アブレーションプローブの使用時に冷却を実現してもよい。
【０００９】
　あるいは、チューブは超弾性材料により形成されてもよい。例えば、大きなひずみ（例
えば５％）から弾性回復可能な合金（例えば、ＮｉＴｉいわゆるニチノール）である。任
意で、チューブは、少なくとも部分的に導電材料で形成されてもよい。
【００１０】
　以下の内容を、第１態様または第２態様と組み合わせて適宜利用可能である。また、以
下の内容同士も任意で組み合わせることができる。
【００１１】
　あるいは、第２冷媒路は、変形可能部材のみにより、プローブの長さ方向に沿った少な
くとも一部に設けられる。
【００１２】
　あるいは、変形可能部材は、第１冷媒路の先端に流体接続される
【００１３】
　あるいは、給電ケーブルの先端部は先端断面サイズであり、給電ケーブルの基部は基端
断面サイズであり、先端断面サイズは基端断面サイズよりも小さい。
【００１４】
　あるいは、プローブは、ａ）変形可能部材と、アプリケータと、給電ケーブルの先端部
と、第１冷媒路の先端部とを含む針部と、ｂ）給電ケーブルの基部と、第１冷媒路の基部
と、（好ましくは変形不能な）冷媒導管とを含むカテーテル部とを備え、変形可能部材は
、針部とカテーテル部との間の境界で冷媒導管に流体接続される。
【００１５】
　あるいは、針部の最大断面サイズは、カテーテル部の最大断面サイズよりも小さい。こ
れにより、針部は、あらゆる組織損傷のリスクを抑えながら、アブレーション部位に到達
可能となり得る。
【００１６】
　あるいは、給電ケーブルの先端部は先端断面サイズであり、給電ケーブルの基部は基端
断面サイズであり、先端断面サイズは基端断面サイズよりも小さい。
【００１７】
　針部とカテーテル部の組合せにより、アブレーションプローブはワーキングチャネルの
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長さ方向に沿ってアプリケータに適切なレベルの電磁エネルギーを送り込むことと、アブ
レーション部位に対して最低限の侵襲性で到達することとの間で有利なバランスが実現さ
れる。給電ケーブルの断面が比較的小さい針部と、冷却を実現するため展開可能な変形可
能部材を設けることで、装置の当該部位における全体断面を低減できる。したがって、ア
プリケータを配置して、アブレーション処置を実行する際に、組織への損傷を抑えること
ができる。カテーテル部が比較的厚いことで、給電ケーブルはエネルギーを適切にアプリ
ケータに届けることができる。したがって、カテーテル部は、長いワーキングチャネルに
エネルギーを送るように最適化され、一方で針部はアブレーション部位に対して最低限の
侵襲性で到達するように最適化される。
【００１８】
　あるいは、アブレーションプローブは、給電ケーブルの先端部を、給電ケーブルの基部
に機械的および電気的に結合するように構成されたコネクタをさらに備える。
【００１９】
　あるいは、コネクタは、給電ケーブルの先端部を給電ケーブルの基部に機械的および電
気的に結合するように構成された接合部材を備えてもよく、接合部材は、給電ケーブルの
基部を収容するような形状基端を有し、給電ケーブルの先端部を収容するような形状先端
を有する。これにより、給電ケーブルの異なる部位間で、確実でコンパクトな機械的およ
び電気的結合が可能となり得る。
【００２０】
　あるいは、コネクタの一部は、給電ケーブルの先端部を収容するチューブ内に延在する
ことで、それら要素間に機械的結合を形成するように構成されてもよい。これにより、コ
ネクタと、給電ケーブルの先端部との間の接合が補強され得る。
【００２１】
　あるいは、コネクタは誘電部材を有し、誘電部材は、給電ケーブルの基部および／また
は先端部と、給電ケーブルの基部および／または先端部のそれぞれの外側導体との間の領
域を少なくとも一部埋めるように構成されてもよい。誘電部材は、内側導体からの熱伝達
を促進し得る。
【００２２】
　あるいは、コネクタは封止部材を有し、封止部材は、コネクタと、給電ケーブルの先端
部および給電ケーブルの基部の一方または両方との間の接続領域を少なくとも一部囲んで
もよい。封止部材は、給電ケーブルの部位間の接合部への冷媒侵入（例えば水の侵入）の
リスクを低減するような防水封止を実現し得る。
【００２３】
　あるいは、カテーテル冷媒導管は変形可能部材に結合されたカテーテルチューブから形
成され、アプリケータと、給電ケーブルの先端部を収容するチューブと、給電ケーブルと
は、カテーテルチューブに対して、変形可能部材がアプリケータの先端を覆う被覆状態と
、変形可能部材がアプリケータの先端を覆わない非被覆状態との間で遷移するように移動
可能であってもよい。
【００２４】
　あるいは、被覆状態においてアプリケータの先端はカテーテルチューブ内に存在し、非
被覆状態において、アプリケータの先端はカテーテルチューブ内に存在しない。アプリケ
ータと、給電ケーブルは、カテーテルチューブに対して移動可能で、これにより、アプリ
ケータ先端と、変形部材とがカテーテルチューブに出入りする。
【００２５】
　あるいは、変形可能部材は展開形態において、アプリケータを少なくとも部分的に囲う
ように構成される。これにより、製造が困難で、アプリケータ性能低下につながり得る専
用冷却経路が、アプリケータ内に不要となり得る。
【００２６】
　あるいは、展開形態において、変形可能部材は、アブレーションプローブを周辺組織に
対して固定するような形状を有する。
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【００２７】
　あるいは、アブレーションプローブはさらに、アプリケータを、給電ケーブルの先端部
を収容するチューブに結合するように構成された繋ぎ部材をさらに備え、繋ぎ部材は、チ
ューブの一部とアプリケータの一部とを囲うことで、これらの間の接続を繋ぎする繋ぎチ
ューブを有してもよい。
【００２８】
　あるいは、繋ぎチューブと、チューブとアプリケータとが固く嵌合することで、それら
の間に摩擦嵌合が実現されてもよい。
【００２９】
　あるいは、変形可能部材は、アブレーションプローブの長さ方向に沿って延在する、１
つ以上の細長変形可能経路を含む。
【００３０】
　あるいは、１つ以上の変形可能経路は、アブレーションプローブの外周の周りに等間隔
で配置された複数の経路を含む。
【００３１】
　あるいは、変形可能部材は、展開形態において最大閾値サイズまで拡張するように構成
される。
【００３２】
　あるいは、変形可能部材は、ａ）挿入形態と、展開形態との間で遷移するように、サイ
ズが拡張または収縮するように構成されたコンプライアントまたはセミコンプライアント
材料、および／またはｂ）挿入形態と、展開形態との間で遷移するように、畳まれる、ま
たは開くように構成された非コンプライアント材料を備える。
【００３３】
　あるいは、アブレーションプローブはさらに結合部材を有し、結合部材は、変形可能部
材をアプリケータに結合するように構成される。
【００３４】
　あるいは結合部材は、アプリケータとは異なる材料から形成されていてよく、結合部材
は、変形可能部材が接合される接合部位を形成するように構成される。アプリケータとは
異なる材料で結合部材を形成することで、変形可能部材の接合により適した材料が使用さ
れ得る。例えば、変形可能部材と同じ材料で形成して、接合性を向上してもよい。
【００３５】
　あるいは、結合部材は、アプリケータとの機械的結合を実現するような形状を有しても
よい。好ましくは、結合部材は、アプリケータを囲う結合チューブから形成され、結合チ
ューブは、アプリケータの外面と固く嵌合することで、その間に摩擦嵌合が実現されても
よい。これにより、変形可能部材をアプリケータに直接接合することなく、変形可能部材
とアプリケータとの間の確実な結合が実現され得る。
【００３６】
　あるいは、結合部材は電気絶縁材から形成されてもよい。
【００３７】
　あるいは、第１冷媒路は、給電ケーブルを囲うチューブの内面と、給電ケーブルの外面
との間に形成された冷媒経路を有する。
【００３８】
　あるいは、第１冷媒路は、給電ケーブルを収容するチューブの本体内に形成された１つ
以上の冷媒経路を含む。
【００３９】
　任意で、給電ケーブルは、アプリケータに信号を送信するように構成された内側導体と
、内側導体を遮蔽するように構成された外側導体とを有し、第１冷媒路は、外側導体内に
形成された１つ以上の冷媒経路を含む。
【００４０】
　あるいは、１つ以上の冷媒経路は、チューブの外面または外側導体の外面に１つ以上の
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スロットを含み、アブレーションプローブはさらに、チューブまたは外側導体の周りに設
けられた膜をさらに含み、膜は、第１冷媒路を第２冷媒路から分離するように構成される
。
【００４１】
　あるいは、１つ以上の冷媒経路は、チューブの外側導体の長さ方向に沿って、または給
電ケーブルを囲むチューブに沿って配置される。
【００４２】
　任意で、１つ以上の冷媒経路は、外側導体または給電ケーブルを囲うチューブの外周上
に等間隔に配置された複数の経路を含む。任意で、複数の経路は、外側導体またはチュー
ブの外周上に等間隔に配置された４つの経路を含む。
【００４３】
　あるいは、アプリケータは、第１冷媒路に流体接続される１つ以上のアプリケータ冷媒
経路をさらに含む。
【００４４】
　あるいは、１つ以上のアプリケータ冷媒経路は、アプリケータの本体の外面の１つ以上
の凹部により形成される。これは、アプリケータの冷却に寄与し得る。
【００４５】
　あるいは、変形可能部材は、アプリケータを少なくとも部分的に囲い、アブレーション
プローブは、変形可能部材と、アプリケータとの間に設けられた絶縁部材をさらに含んで
もよい。これは、アプリケータが発する高熱に対する、変形可能部材の防護に寄与し得る
。
【００４６】
　あるいは、アプリケータは、給電ケーブルの先端部を収容するチューブ内に延在するよ
うに構成された挿入領域を含み、挿入領域は、第１冷媒路をアプリケータ冷媒経路に流体
接続するように構成された１つ以上の経路を含む。これにより、アプリケータの確実でコ
ンパクトな結合を実現し、アプリケータ冷媒経路への冷媒供給を可能とし得る。
【００４７】
　あるいは、アブレーションプローブは、変形可能部材が展開形態に遷移したかを検知す
るように構成されたセンサをさらに有する。
【００４８】
　あるいは、センサは、変形可能部材の構成を判定するために、アプリケータの１つ以上
の特性または周辺組織に印加されるエネルギーを検知するように構成される。
【００４９】
　あるいは、変形可能部材内に、１つ以上のセンサが設けられる。
【００５０】
　あるいは、１つ以上のセンサは、１つ以上の温度センサおよび／または１つ以上のイン
ピーダンスセンサを含む。
【００５１】
　あるいは、プローブは、アプリケータの基端に設けられたチョーク要素をさらに有する
。
【００５２】
　あるいは、チョーク要素は、セラミックと金属材料との混合物で形成される。
【００５３】
　あるいは、チョーク要素は、第１冷媒路を介して流れる冷媒により冷却される。あるい
は、チョーク要素は、給電ケーブルを収容するチューブに一体化される。あるいは、チョ
ーク要素は、給電ケーブルの外側導体と、給電ケーブルを収容するチューブとの間に延在
し、好ましくはアプリケータにより印加された放射線の１／４波長に等しい距離だけ延在
するアプリケータの一部を含む。チューブ内に存在するアプリケータ材料を金属として、
給電ケーブルと金属チューブとの間に電気的接続を実現することで、金属ポケット、即ち
チョークが形成される場合、金属チューブ内に存在するアプリケータの一部に経路が存在
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し、形成されたチョークを通じて冷媒が流れることが可能になる。
【００５４】
　あるいは、変形可能部材は、第２変形可能部材で、アブレーションプローブは、プロー
ブが挿入しやすい挿入形態と、展開形態との間で遷移可能なように構成された第１変形可
能部材をさらに備え、展開形態において、第１冷媒路は、第１変形可能部材により少なく
とも部分的に実現されてもよい。これにより、冷媒流用に追加の空間が形成され得る。
【００５５】
　あるいは、第１変形可能部材は、給電ケーブルチューブの先端部を収容するチューブと
、アプリケータの少なくとも一部の一方または両方を少なくとも部分的に囲んでもよい。
【００５６】
　あるいは、第１冷媒流路は、給電ケーブルの先端部と、チューブとの間に形成された導
管と、チューブおよび第１変形可能部材との間に形成された導管の一方または両方により
形成されてもよい。
【００５７】
　あるいは、針部は、使用時に組織を突き刺すように構成された尖った先端を有してもよ
い。
【００５８】
　あるいは、針部は、シース部材をさらに有してもよい。シース部材は、尖った先端を囲
う第１位置と、尖った先端が露出する第２位置との間で移動可能に構成される。
【００５９】
　あるいは、腔内送達デバイスは、内視鏡、気管支鏡または肺ナビゲーションシステムの
内の１つであってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００６０】
　本発明の実施形態を以下の添付の図を参照に、あくまで例示的に説明する。
【図１ａ】図１ａは、実施形態に係るアブレーションプローブの一部の概略図である。
【図１ｂ】図１ｂは、実施形態に係るアブレーションプローブの一部の概略図である。
【図２】図２は、実施形態に係るアブレーションプローブの斜視図である。
【図３】図３は、図２に示すアブレーションプローブの針部の展開図である。
【図４】図４は、図２に示すアブレーションプローブのカテーテル部の展開図である。
【図５ａ】図５ａは、別の実施形態に係るアブレーションプローブのカテーテル部の断面
図である。
【図５ｂ】図５ｂは、別の実施形態に係るアブレーションプローブのカテーテル部の断面
図である。
【図５ｃ】図５ｃは、別の実施形態に係るアブレーションプローブのカテーテル部の断面
図である。
【図６ａ】図６ａは、図２に示すアブレーションプローブの針部とカテーテル部との間の
境界の拡大図である。
【図６ｂ】図６ｂは、挿入されるワーキングチャネルの先端から延在する弾性材料から形
成されたチューブを有するアブレーションプローブの斜視図である。
【図６ｃ】図６ｃは、挿入されるワーキングチャネルの先端から延在する弾性材料から形
成されたチューブを有さないアブレーションプローブの斜視図である。
【図７】図７は、図２に示すアブレーションプローブの一部を形成するチューブの拡大図
である。
【図８ａ】図８ａは、図２に示すアブレーションプローブの一部を形成し得るアプリケー
タの実施形態のさらなる拡大図である。
【図８ｂ】図８ｂは、実施形態に係る繋ぎチューブの拡大図である。
【図９】図９は、図２に示すアブレーションプローブの一部を形成するアプリケータの拡
大図である。
【図１０ａ】図１０ａは、別の実施形態に係るアブレーションプローブのアプリケータの
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断面図である。
【図１０ｂ】図１０ｂは、別の実施形態に係るアブレーションプローブのアプリケータの
断面図である。
【図１１ａ】図１１ａは、別の実施形態に係るアブレーションプローブのアプリケータの
別の断面図である。
【図１１ｂ】図１１ｂは、実施形態に係るアブレーションプローブの針部の一部の拡大図
である。
【図１２ａ】図１２ａは、膨張構成および収取構成との間で遷移する、実施形態のアブレ
ーションプローブの膨張性部材の概略側面および断面図である。
【図１２ｂ】図１２ｂは、膨張構成および収取構成との間で遷移する、実施形態のアブレ
ーションプローブの膨張性部材の概略側面および断面図である。
【図１３ａ】図１３ａは、膨張構成および収取構成との間で遷移する、別の実施形態のア
ブレーションプローブの膨張性部材の概略側面および断面図である。
【図１３ｂ】図１３ｂは、膨張構成および収取構成との間で遷移する、別の実施形態のア
ブレーションプローブの膨張性部材の概略側面および断面図である。
【図１４】図１４は、実施形態に係るアブレーションプローブの針部の一部の別の拡大図
である。
【図１５】図１５は、実施形態に係るアブレーションプローブの針部の一部の拡大図であ
る。
【図１６】図１６は、実施形態に係るアブレーションプローブの針部の一部の断面図であ
る。
【図１７】図１７は、実施形態に係るアブレーションプローブの針部の一部の別の拡大図
である。
【図１８ａ】図１８ａは、実施形態に係る軸外変形可能部材を示す。
【図１８ｂ】図１８ｂは、実施形態に係る軸外変形可能部材を示す。
【図１９】図１９は、実施形態に係るチョーク要素の拡大断面図である。
【図２０】図２０は、アブレーションプローブの給電ケーブルを収容するチューブと、給
電ケーブルの外側導体と、アブレーションプローブのアプリケータの基端における導電性
コーティングとにより形成されたチョークの断面図である。
【図２１】図２１は、実施形態に係る給電ケーブルの先端部および基端部を接続するよう
に構成されたコネクタの断面図を示す。
【図２２ａ】図２２ａは、別の実施形態に係るアブレーションプローブの一部を示す概略
図である。
【図２２ｂ】図２２ｂは、別の実施形態に係るアブレーションプローブの一部を示す概略
図である。
【図２３ａ】図２３ａは、シース部材を有するアブレーションプローブの実施形態を示す
。
【図２３ｂ】図２３ｂは、シース部材を有するアブレーションプローブの実施形態を示す
。
【図２４ａ】図２４ａは、それぞれ被覆状態と、非被覆状態のアブレーションプローブを
示す。
【図２４ｂ】図２４ｂは、それぞれ被覆状態と、非被覆状態のアブレーションプローブを
示す。
【図２４ｃ】図２４ｃは、変形可能部材が展開形態となった非被覆状態のアブレーション
プローブを示す。
【図２５ａ】図２５ａは、それぞれ被覆状態と、非被覆状態のアブレーションプローブを
示す。
【図２５ｂ】図２５ｂは、それぞれ被覆状態と、非被覆状態のアブレーションプローブを
示す。
【発明を実施するための形態】
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【００６１】
　図１ａおよび１ｂに、一実施形態に係るアブレーションプローブ１００を概略的に示す
。本開示のアブレーションプローブ１００は、悪性組織成長のような、所望の治療部位に
到達するために、体内に挿入されるのに適し得る。所望の治療部位に到達するため、アブ
レーションプローブは体内部位送達デバイスのワーキングチャネルを通じた挿入に適して
もよい。体内部位送達デバイスとは、患者の体内の部位に送り込める任意のデバイスを意
味する。このデバイスは、器具を体内の所望位置に挿入するためのワーキングチャネルを
有する。体内部位送達デバイスは、患者の体内腔（例えば、気管と、肺または食道の気管
支経路）に沿って送達されるように構成された腔内送達デバイスであってもよい。例えば
、アブレーションプローブ１００は体内の様々な病変部位に到達するために、内視鏡とし
て利用されてもよい。したがって、アブレーションプローブは全体的に弾性を有してもよ
い。これにより内視鏡のワーキングチャネルを通じて挿入可能になる。別の実施形態では
、アブレーションプローブは、特定の種類の内視鏡（例えば気管支鏡）または肺ナビゲー
ションシステム等のその他種類の腔内送達デバイスと使用してもよい。請求項に記載のな
い例では、アブレーションプローブ１００は経皮的に利用されてもよい。あるいは、その
他適切な技術を利用してもよい。例えば、体孔を通じて挿入されてもよい。経皮的使用の
場合、アブレーションプローブは挿入可能となるよう、全体的に剛性があってもよい。
【００６２】
　アブレーションプローブ１００は、放射線を当てて周辺組織を加熱するように構成され
たアプリケータ１０２を有する。放射線を当てることで、アプリケータ１０２の周囲また
は近傍の悪性細胞を加熱、破壊するように局所加熱を生じてもよい。アプリケータ１０２
は、所望の加熱が生じるように、周辺組織に任意の適切な形態の放射線を当てるように構
成されてもよい。アプリケータ１０２は、例えばマイクロ波または高周波、或いはその他
適切な放射線を照射することで加熱を生じるように構成されてもよい。アプリケータ１０
２は、処置する組織に対して所望の位置に配置可能となるように、アブレーションプロー
ブ１００の先端またはその近傍に配置されてもよい。以下の説明では、「先端」、「基端
」とは、使用時のアブレーションプローブの配置に関して、アブレーションプローブを操
作するユーザ側と、治療部位側とに対応する。即ち、アブレーションプローブ１００の先
端は治療部位に最も近く、基端はユーザに最も近い。ハンドルのような制御手段（不図示
）が、アブレーションプローブ１００の基端に設けられてもよい。これにより、ユーザは
アブレーションプローブ１００を操作、配置できる。
【００６３】
　アブレーションプローブ１００はさらに、電磁エネルギーをアプリケータ１０２に供給
するように構成された給電ケーブル１０４を有する。給電ケーブルは、アプリケータへの
電磁エネルギー供給に適した任意の細長部材であってもよい（例えば導体）。給電ケーブ
ル１０４は、アプリケータ１０２にエネルギー供給するため、アブレーションプローブ１
００の長さ方向の少なくとも一部に沿って延在してもよい。記載の実施形態では、給電ケ
ーブル１０４の先端はアプリケータ１０２の基端に結合され、給電ケーブル１０４の基端
は、アプリケータ１０２へのエネルギー供給用に、所望の信号を生成するのに適した生成
手段（不図示）に結合される。
【００６４】
　アブレーションプローブ１００はさらに、第１冷媒路を有する。記載の実施形態では、
第１冷媒路は冷媒送り路１０６であって、アプリケータ１０２に向かって冷媒が流れるこ
とを可能にする。例えば、冷媒送り路１０６は、アブレーションプローブ１００の基端に
おける冷媒送り路１０６に結合された冷媒供給手段（不図示）からの冷媒流をアブレーシ
ョンプローブ１００の先端に送り得る。冷媒流は、使用時のアブレーションプローブ１０
０の温度制御に寄与し得る。これにより、アブレーションプローブ１００が過熱損傷する
、あるいは健常組織を破損することなく、長期間にわたって周辺組織にエネルギーを送る
ことが可能となる。冷媒送り路は、後述のように１つ以上の冷媒経路により形成されても
よい。冷媒は流体であってもよく、水、生理食塩水、極低温ガスまたは当該技術で公知の
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その他適切な冷媒であってもよい。
【００６５】
　アブレーションプローブ１００はさらに、第２冷媒路を有する。記載の実施形態では、
第２冷媒路は、冷媒がアプリケータから戻ることを可能にする冷媒戻り路１０８である。
即ち、冷媒戻り路１０８は、供給された冷媒をアブレーションプローブ１００の先端から
基端に戻し得る。アブレーションプローブ１００はさらに、変形可能部材１１０を有する
。変形可能部材１１０は、アブレーションプローブ１００が挿入しやすい挿入形態（図１
ａ参照）と、展開形態（図１ｂ参照）との間で遷移するように構成される。変形可能部材
１１０が展開形態となると、冷媒戻り路１０８が設けられる。いくつかの実施形態では、
変形可能部材が挿入形態となると、冷媒戻り路は一切設けられない。これにより、アブレ
ーションプローブの形状を最小化でき得る。別の実施形態では、変形可能部材が挿入形態
となると、戻り路が一切存在しなくてもよい。したがって、挿入形態によると、アブレー
ションプローブ１００を体内の所望位置に送るのに適し得る構成が実現される。挿入形態
は例えば、不慮の組織損傷のリスクを抑えた挿入を可能にするような、適切なサイズおよ
び／または形状に対応してもよい。挿入形態において、アブレーションプローブは例えば
、損傷を生じずに組織内に挿入しやすいように、または内視鏡のワーキングチャネルを通
じて挿入しやすいように、細形状（例えば、小断面サイズ）となってもよい。
【００６６】
　別の実施形態では、第１冷媒路は冷媒戻り路として作用する。この実施形態では、第１
冷媒路は、アプリケータから冷媒流を運ぶように構成される。この実施形態では、第２冷
媒路は、冷媒流をアプリケータに運ぶように構成された冷媒送り路としても構成され得る
。したがって、第１および第２冷媒路の組合せにより、アプリケータから、そしてアプリ
ケータに向かって冷媒流を送り込むことができるように構成され、冷媒がこの両方向に流
れることができる冷媒循環路が形成される。図示の実施形態では、冷媒送り路として作用
する第１冷媒路は、給電ケーブルの近傍に、より低温の冷媒を送り込むことが可能であり
得る。これはアブレーションプローブの冷却に寄与し得る。給電ケーブルでは大量の熱が
発生し得るためである。別の実施形態では、アプリケータの冷却を優先するため、第２冷
媒路が冷媒送り路として作用してアプリケータに、より低温の冷媒を送り込んでもよい。
【００６７】
　したがってアブレーションプローブ１００は、変形可能部材１１０が挿入形態にある状
態で、所望の位置に到達し得る。所望の位置に到達すると、変形可能部材１１０を展開形
態にして、アプリケータ１０２から冷媒が流れることを可能にしてもよい。したがって、
冷媒が、使用中のアブレーションプローブ１００を冷却するよう、冷媒送り路および冷媒
戻り路を通じて流れることができるようになる。このため、変形可能部材１１０は、冷媒
流が不要な場合に、アブレーション部位への送達に適した挿入形態を実現できる。アブレ
ーションプローブが所望位置に到達すると、変形可能部材１１０を、アプリケータ１０２
からのエネルギー送達中に必要な冷媒流を実現するのに適した構成にしてもよい。変形可
能部材が挿入形態となると、アブレーションプローブ全体の直径は、約１３から約２５ゲ
ージ（約２．５から０．５ｍｍ）の間であってもよい。これにより、挿入が容易になり得
る。
【００６８】
　図１ａおよび１ｂに示すように、冷媒戻り路１１０は、アブレーションプローブ１００
の長さの少なくとも一部に沿って延在する変形可能部材のみによって提供できる。例えば
、アブレーションプローブ１００の長さ方向に沿った少なくとも一部では、変形可能部材
１１０により形成された冷媒戻り路１０８以外には、戻り冷媒を運ぶ経路または導管が一
切存在しなくてもよい。これにより、変形可能部材が挿入形態にある場合に、アブレーシ
ョンプローブ１００を小断面サイズにでき得る。任意の冷媒戻り路を追加する場合、アブ
レーションプローブ１００の本体に追加の空間が必要となり、細形状とならなくなってし
まう。
【００６９】
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　図１ａおよび１ｂの実施形態では、変形可能部材１１０は、冷媒送り路１０６の先端に
流体接続される（例えば、冷媒送り路の先端が、流体戻り路の先端に接続されて、アプリ
ケータから、そしてアプリケータへの（両方向に）流れることができる、単一の経路が形
成されてもよい）。したがって、変形可能部材１１０が展開形態となると、冷媒送り路１
０６は、冷媒戻り路１０８内に延在する。この構成により、変形可能部材１１０が挿入形
態となると、アブレーションプローブ１００を全体的に小型化できる。
【００７０】
　図２から８ａに、本開示に係るアブレーションプローブ２００の実施形態の例をより詳
細に示す。図示の実施形態は、単に一例である。
【００７１】
　図２に示すように、この実施形態では、アブレーションプローブ２００は、主に２つの
部位、具体的には針部２１２およびカテーテル部２１４を備える。針部２１２はアブレー
ションプローブ２００の先端に配置されてよく、所望のアブレーション位置に到達するよ
うに、使用時に組織内に挿入されるように構成される。カテーテル部２１４は、アブレー
ションプローブ２００の基端に設けられ、針部２１２との間で電磁エネルギーまたは冷媒
流を送り合うように配置される。図示の実施形態では、アブレーションプローブ２００は
ハンドル部２１６をさらに備える。ハンドル部２１６を介して、使用時にアブレーション
プローブを操作および位置決めできる。図２に示すように、カテーテル部は、内視鏡とし
て利用できるように、長く弾性を有してもよい。請求項に記載のない別の実施形態では、
経皮的利用できるように、短くて硬いカテーテル部が設けられてもよい。
【００７２】
　いくつかの実施形態では、針部はアブレーションプローブの全体長さ方向に対して小部
位であってもよい。例えば、針部は、長さ５ｍｍから２０００ｍｍ、好ましくは長さ約７
０ｍｍであってもよい。針部の長さは、対象の生体組織に応じて選択され得る。例えば、
針部は、膵臓、肺等の内臓に到達する場合、長さ１０から１００ｍｍであってもよい。あ
るいは、経皮的処置用の送達の場合より長くてもよい（例えば、長さ１００から４００ｍ
ｍ）。針部が長いほど、例えば肺の部位送達に適し得る。カテーテル部は、長さ約１００
０ｍｍから２０００ｍｍであってもよく、好ましくは長さ約１４００ｍｍである。カテー
テル部の長さは、到達する必要のあるアブレーション部位の位置に応じて選択されてもよ
い。別の実施形態では、アブレーションプローブ（例えば、変形可能部材を有するもの）
の針部は、アブレーションプローブの長さ方向においてより大きな割合であってもよい。
いくつかの実施形態では、針部はアブレーションプローブの長さ全体で形成されてもよい
。そのような実施形態では、変形可能部材はアブレーションプローブ全体の長さの大部分
または全体を通じて延在してもよい。そのような実施形態では、カテーテル部は不要であ
ってもよい。例えば、アブレーションプローブが経皮的に利用される場合、カテーテル部
は、内視鏡的利用の場合よりも短くてもよいし、あるいは存在しなくてもよい。
【００７３】
　図３は、針部の展開図である。針部２１２は、変形可能部材２１０と、アプリケータ２
０２と、給電ケーブル２０４ａの先端部と、冷媒送り路の先端部とを含んでもよい。図４
はカテーテル部の展開図を示す。この実施形態では、カテーテル部２１４は、給電ケーブ
ル２０４ｂの基部と、冷媒送り路の基部と、冷媒戻り導管（変形不能であってもよい）と
を含む。冷媒送り路の基部は、給電ケーブル２０４ｂの基部を収容するチューブ２１８と
、周囲の冷媒送達導管２２０との間の空間により形成されてもよい。冷媒戻り路は、冷媒
送達導管２２０と、周辺冷媒戻りチューブ２２２との間の空間により形成されてもよい。
別の実施形態では、カテーテル部２１４内で、冷媒戻り路および冷媒送り路から、その他
適切な経路または導管の構成が設けられてもよい。
【００７４】
　針部の最大断面サイズは、カテーテル部の最大断面サイズよりも小さくてもよい。言い
換えると、針部の最大部における断面サイズ（例えば直径）は、カテーテル部の最大部に
おける断面サイズ（例えば直径）よりも小さくてもよい。これにより、針部は組織損傷を



(16) JP 2020-512156 A 2020.4.23

10

20

30

40

50

生じ得るあらゆるリスクを抑えながら、アブレーション部位に到達でき得る。一方、カテ
ーテル部は、使用時に、共に使用されるデバイスのワーキングチャネル内に嵌るようなサ
イズであってもよい。
【００７５】
　図５ａから５ｃは、冷媒戻り路および冷媒送り路を形成する適切な経路構成の例を示す
断面図である。図５ａでは、カテーテル部は、それぞれ冷媒戻り路および冷媒送り路の一
方を形成する２つの空洞を含む。図５ｂでは、カテーテル部は、冷媒戻り路および冷媒送
り路を形成する４つの空洞を含む。内２つの空洞が、冷媒戻り路を形成してもよく、内２
つの空洞が冷媒送り路を形成してもよい。この実施形態では、ねじれ抵抗と強度が向上し
得る。空洞は、図５ａおよび５ｂに示すような同じ大きさに設計されなくてもよい。図５
ｃはその例を示す。当図では、空洞は３つ存在する。第１および第２空洞により冷媒戻り
路および冷媒送り路が形成され、第３空洞は、センサ等のその他要素を含むように設けら
れてもよい。第３空洞は、第１および第２空洞よりも小さく、冷媒流用に適切な空間を提
供するようにしてもよい。
【００７６】
　別の実施形態では、カテーテル部内で冷媒戻り路および冷媒送り路を形成する経路は、
給電ケーブルの基部の外側導体内の１つ以上の経路により形成されてもよい。これにより
、弾性が向上し、コンパクトな構成が実現され得る。
【００７７】
　記載の実施形態では、給電ケーブルは、針部２１２とカテーテル部２１４との間の境界
で繋がった、ケーブルの長さ方向に沿った２つの部分（先端２０４ａおよび基部２０４ｂ
）により形成される（図６の拡大図により詳細に示す）。給電ケーブルは、同軸ケーブル
の長さ方向に沿った２つ部位から形成されて、アプリケータ２０２に電磁エネルギーを送
る電気循環路を形成してもよい。別の実施形態では、厚さの異なる複数の領域を含む単一
の給電ケーブルを利用して、基端部および先端部を形成してもよい。別の実施形態では、
適切な電磁エネルギーをアプリケータ２０２に供給するため、その他任意の導体を設けて
もよい。アブレーションプローブ２００はさらに、給電ケーブル２０４ｂの基部に給電ケ
ーブル２０４ａの先端部を機械的および電気的に結合するために構成されたコネクタ２２
４を有してもよい。コネクタ２２４は、有効なインピーダンスマッチを維持し、電気損失
を最小限に抑え、アブレーションプローブ２００のコンパクトな構成を保証しつつ、給電
ケーブル２０４ａ、２０４ｂの異なる部位同士を接続しもよい。給電ケーブルの異なる部
位を接続するために使用されるコネクタの例を図２１により詳細に示し、後述する。
【００７８】
　記載の実施形態では、給電ケーブル２０４ａの先端部は対応する先端断面サイズであり
、給電ケーブル２０４ｂの基端は対応する基端断面サイズである。したがって、導体の大
きさ（例えば直径）は、アブレーションプローブ２００内のその位置に基づいて最適化さ
れる。断面サイズは、給電ケーブルの電力操作を最適化（例えば最大化）し、さらに電気
損失を抑えてアブレーションプローブ２００の機械的強度を最適化するように選択されて
もよい。即ち、給電ケーブルの小断面部は、針部２１２外のアブレーション２００の一部
に対する、より断面積が大きい給電ケーブル（例えば、より効率的なケーブル）に接続す
ることで、長さを短くできる。アブレーションプローブ２００のこの部分は、組織内に挿
入する必要がないので、細さは重要ではない。したがって、カテーテル部２１２における
給電ケーブルの断面を、小断面であることが要されない箇所で大きくし、電力損失が抑え
られる。
【００７９】
　したがって、アブレーションプローブの針部は、カテーテル部よりも全体的に断面サイ
ズが小さくなる。即ち、針部が組織への挿入のために最適化され、カテーテル部は、挿入
されるデバイスワーキングチャネルの長い距離にわたって電力を送るように最適化される
。使用時に針部は、アブレーションプローブが挿入されるワーキングチャネルからはみ出
してもよい。そのため、組織を傷つけないように、針部が比較的小さな断面サイズを有す
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ることが重要となる。カテーテル部に対しては、比較的大きな断面サイズを使用してもよ
い。針部と異なり、カテーテル部はワーキングチャネルの長さ方向にわたって電力を送る
ように最適化される。一例において、変形可能部材が挿入形態にあるとき、針部は、最大
部で全体直径が１ｍｍであってもよい。カテーテル部は、最大部で全体直径が３ｍｍであ
ってもよい。
【００８０】
　別の実施形態では、給電ケーブルの先端部と基端部で、断面サイズが同じであってもよ
い。この場合でも、変形可能部材を使用することで、カテーテル部よりも針部の全体サイ
ズを小さくできる。
【００８１】
　針部２１２はさらに、給電ケーブル２０４ａの先端部を収容するチューブ２２６（例え
ばハイポチューブ）を有してもよい。チューブ２２６は、針部２１２が組織内に挿入でき
るように十分な強度を誇る金属材料で形成されてもよい。別の実施形態では、チューブ２
２６は、その他任意の材料で形成されてもよく、例えばニチノール等の超弾性材料で形成
されてもよい。
【００８２】
　別の実施形態では、チューブ２２６は弾性材料（必ずしも超弾性材料ではない）により
形成されてもよい。チューブを弾性（または超弾性）材料により形成することで、蛇行し
たワーキングチャネルの経路を通じて送られた場合でも永久変形しなくなり得る。したが
って、アブレーションプローブは、ワーキングチャネルから出た後、ワーキングチャネル
の形状によって材料変形が起きてしまい湾曲して延在するのではなく、真直ぐ進み得る。
これにより、アブレーションプローブの先端を所望の位置により誘導しやすく成り得る。
【００８３】
　この例を、図６ｂおよび６ｃに示す。図６ｂは、挿入されたワーキングチャネル２０１
の端から延在する弾性材料から形成されるチューブを有するアブレーションプローブ２０
０の例を示す。アブレーションプローブの、ワーキングチャネルから延在する部分は、直
線状に延びるように示されている。図６ｃは、非弾性チューブを有するアブレーションプ
ローブの例を示す。この図では、そのようなアブレーションプローブの、ワーキングチャ
ネル２０１から延びる部位が、湾曲して延在しやすいことを示す。
【００８４】
　いくつかの実施形態では、チューブは弾性（または超弾性）導電材料から形成されても
よい。これにより、後述のようにチューブはチョークの一部を形成する。チューブは、所
要の弾性を実現可能とするように、適宜固形材またはメッシュ材（例えば、編組またはコ
イル強化ポリマーチューブ）により形成されてもよい。
【００８５】
　一実施形態では、給電ケーブルとチューブ２２６の内壁との間に形成された経路により
、冷媒送り経路が設けられる。例えば、給電ケーブルとチューブ２２６の内壁との間の間
隙により、冷媒が流れる空間を実現してもよい。別の実施形態では、チューブ２２６の内
壁にスロットを切り込んで、冷媒が流れる空間を実現してもよい。給電ケーブルの送電能
を最大化し、適切な冷却流を保証するように、間隙の量を指定してもよい。
【００８６】
　図示の実施形態では、冷媒送り路は、チューブ２２６の本体に形成された１つ以上の冷
媒経路を含む。したがって、冷媒は給電ケーブルを部分的に囲んで、冷却に寄与してもよ
い。経路の幅および数は、アブレーションプローブ１００の機械的強度と、冷却能を最適
化（例えば最大化）するように選択されてもよい。
【００８７】
　チューブ２２６の壁に、１つ以上の経路を切り込んで、給電ケーブル２０４ａの先端部
に隣接して冷却流体が流れることを可能としてもよい。記載の実施形態では、１つ以上の
経路が、チューブ２２６の外面に形成された１つ以上のスロットにより形成されてもよい
。この実施形態では、アブレーションプローブ２００は、チューブ２２６の周りに配置さ
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れた膜２２８をさらに有してもよい。膜２２８は、冷媒送り路を冷媒戻り路から分離する
ように配置されてもよい（例えば、それらの間の境界となる）。いくつかの実施形態では
、１つ以上の経路から、変形可能部材２１０に冷媒が流れることができるように、膜２２
８の先端から遠位方向に延在してもよい。別の実施形態では、膜２２８に１つ以上の開口
を設けて、１つ以上の経路を変形可能部材２１０と流体接続してもよい。膜２２８は、冷
却流体用の密閉導管が形成されるように、チューブ２２６に被せた薄層材（例えば、ポリ
マー熱収縮材）により形成されてもよい。別の実施形態では、チューブ２２６の壁内に経
路を設けてもよく、この場合、膜２２８は不要となり得る。
【００８８】
　別の実施形態では（不図示）、給電ケーブル２０４ａの先端部は、アプリケータ２０２
に信号を送信するように構成された内側導体と、内側導体を遮蔽するように構成された外
側導体とを有してもよい（例えば同軸ケーブルであってもよい）。冷媒送り路は、外側導
体内に形成された１つ以上の冷媒経路を有してもよい。例えば、冷媒経路は、外側導体の
外面の１つ以上のスロットにより形成されてもよい。したがって、冷媒と、別個の外側導
体とにより、電気絶縁材を遮蔽するように構成された、媒体混在外側導体を形成する。膜
は、外側導体周囲に形成されて、冷却流体用の導管を形成してもよい。いくつかの実施形
態では、給電ケーブルは、外側導体が針部の堅固な本体を形成するように頑丈な素材（例
えばステンレス鋼）で形成された、同軸ケーブルにより形成されてもよい。この実施形態
では、冷媒送り路は、チューブ２２８ではなく外側導体内の経路により形成されてもよい
。したがって、そのような実施形態では、チューブは不要となり、省スペースとなる。別
の実施形態では、チューブも設けてもよい。冷却経路は、アプリケータ２０２に冷媒を届
けるとともに、効率的に給電ケーブルを冷却してもよい。いくつかの実施形態では、外側
導体内に形成された１つ以上の経路は、給電ケーブルの中心軸に対して揃えられてもよい
。経路の幅と数は、電気損失を最低限に抑え、給電ケーブルの、外側導体内に経路を有す
る部位と、給電ケーブルの、外側導体内に経路を有さない部位（例えば、カテーテル部）
との間のインピーダンスマッチングを保証しながら、給電ケーブルの機械的強度と、冷却
能を最適化するように選択されてもよい。
【００８９】
　図７のチューブ２２６の拡大図に示すように、冷媒送り路を形成する上述の１つ以上の
冷媒経路は、アブレーションプローブの長さ方向に沿って配置されてもよい。いくつかの
実施形態では、給電ケーブルを収容するチューブ２２６または外側導体の外周に沿って等
間隔に複数の経路が設けられてもよい。図７では、同経路の内に１つのみが示されている
（参照符号２３０）。いくつかの実施形態では、複数の経路は、給電ケーブルを収容する
チューブ２２６または外側導体の外周に沿って等間隔に設けられた４つの経路を含んでも
よい。別の実施形態では、アブレーションプローブの冷却要件および機械的強度要件に応
じて、経路の数または配置を変えてもよい。
【００９０】
　図８ａの詳細図に示すように、給電ケーブル２０４ａの先端部の内側導体は、アプリケ
ータ２０２に接続される。この実施形態では、給電ケーブル２０４ａの先端部の内側導体
は、アプリケータ２０２の基端に接続される。給電ケーブルが内側および外側導体で形成
される場合、内側導体はアプリケータ２０２に接続されて、アプリケータ材料への電磁エ
ネルギーの効率的伝達を保証してもよい。アプリケータ２０２は、印加するエネルギーに
応じて、十分な誘電特性を有するセラミック材料（例えばジルコニア）から形成されても
よい。アプリケータ２０２には、内側導体の一部を挿入する内部孔をアプリケータ２０２
に設けてもよい。これにより、接着で位置決めされ得る、強固な機械的結合部が保証され
る。給電ケーブルを収容するチューブ２２６が設けられる場合、アプリケータ２０２をチ
ューブ２２６に結合してもよい。そのような実施形態では、アプリケータ２０２の基端は
、チューブを挿入する孔、または連動指を介して、チューブ２２６に接続されてもよい。
これにより、その間の結合の機械的強度を最大化できる。別の実施形態では、チューブ２
２６とアプリケータ２０２との間または給電ケーブル２０４ａの先端部とアプリケータ２
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０２との間のその他任意の適切な接続手段を設けてもよい。
【００９１】
　一実施形態では、チューブ２２６とアプリケータ２０２との間の結合のために、繋ぎ部
材を設けてもよい。図８ｂに示す例では、繋ぎ部材はチューブ２２６およびアプリケータ
２０２の一部を囲繞し、これらの間を繋ぐ繋ぎチューブ２２６ｂを含む。繋ぎチューブ２
２６ｂと、チューブ２２６およびアプリケータ２０２のそれぞれとの間は、それらを互い
に固定するように、締まり嵌めされてもよい。これは、チューブ２２６とアプリケータ２
０２との間の接合の機械的強度の向上に寄与し得る。これは、患者の体内部位を通じた、
蛇行経路を有するワーキングチャネルを介してアブレーションプローブが送られる場合に
有利である。繋ぎチューブ２２６ａは、ポリイミド（ＰＩ）材料等の耐熱材料により形成
されてもよい。これにより、繋ぎチューブ２２６ａの、アプリケータ２０２から発生した
熱に対する耐性の向上に寄与し得る。別の実施形態では、その他任意の適切な材料が使用
されてもよい。繋ぎチューブ２２６ａは薄壁チューブであってもよい。これにより、針部
の全体断面サイズが最小限に抑えられる。例えば、繋ぎチューブ２２６ａの壁の厚さは、
例えば、０．０１から０．１５ｍｍの範囲内であってもよい。いくつかの実施形態では、
繋ぎチューブは、熱可塑性材料またはポリアミドのような耐熱材料から構成されてもよい
。
【００９２】
　いくつかの実施形態では、アプリケータ２０２はさらに、冷媒送り路に流体接続された
１つ以上の冷媒経路２３２を含んでもよい。この実施形態では、図９のアプリケータ２０
２の拡大図に示すように、経路をアプリケータ２０２内に設けてもよい。経路２３２は、
冷却流体を、アプリケータ表面を超えて、アプリケータ２０２の先端（例えば、アプリケ
ータ２０２の長さ方向に沿った全体または一部）に向かって流れることを可能とし得る。
薄層材（例えばポリマー熱収縮材）は、アプリケータ上に設けられて、経路２３０を密閉
し、冷却流体用の導管を形成してもよい。この構成により、アンテナ面での組織の炭化お
よびそれに関連した熱性能の劣化のリスクが抑えられ得る。いくつかの実施形態では、ア
プリケータ内の１つ以上の経路２３２は、冷却流体を対象とするように、図９に示すよう
に基端からアプリケータの長さの一部に沿って延在してもよい。これにより、制御された
アブレーション加熱領域を生成することが可能になる。
【００９３】
　図１０ａは、アプリケータ冷媒経路の別の例を示す。１つ以上のアプリケータ冷媒経路
は、アプリケータ２０２の本体外面の１つ以上の凹みにより形成されてもよい。この例を
図１０ａに示す。図では、冷媒経路２３２ａがアプリケータ２０２内に示されている。こ
の例では、冷媒経路２３２ａは、アプリケータ２０２外面の外周全体に延在する冷媒経路
２３２ａにより形成される。これは、冷却を促進するように、アプリケータ２０２の周り
に適切な冷媒流を提供することに寄与する。別の実施形態では、冷媒経路の形状および数
は異なっていてもよい。図１０ａに示す実施形態では、アプリケータ２０２は、変形可能
部材２１０により部分的に囲まれている。アプリケータ冷媒経路（複数可）２３２ａは、
冷媒戻り路に冷媒が流れることができるように（または、逆の冷媒流となる場合には、冷
媒送り路から流れることができるように）、変形可能部材２１０に流体接続されてもよい
。したがって、冷媒は、アプリケータ２０２の長さ方向に沿って、アプリケータ冷媒経路
（複数可）２３２ａの基端に流れ、そして変形可能部材２１０内へと流れる（またはその
逆に流れる）。別の実施形態では、アプリケータ冷媒経路のその他構成も可能である。同
経路は、例えばアプリケータの表面の窪みではなくアプリケータの本体内に設けられても
よい。
【００９４】
　アブレーションプローブはさらに、図１０ａに示すように、変形可能部材２１０とアプ
リケータ２０２との間に配置された絶縁部材２３３をさらに有する。絶縁部材２３３は、
アプリケータ２１０から発する熱から、変形可能部材２１０を遮蔽することに寄与し得る
。絶縁部材２３３は、アプリケータ２０２の本体の周りに少なくとも部分的に延在する、



(20) JP 2020-512156 A 2020.4.23

10

20

30

40

50

耐熱チューブにより形成されてもよい。絶縁部材２３３は、適切な耐熱性を実現するよう
なポリイミド等の材料により形成されてもよい。別の実施形態では、必要に応じて、その
他材料を使用してもよい。絶縁部材２３３は、針部の全体断面サイズを低減するため、薄
壁チューブにより形成されてもよい。壁の厚さは、例えば０．０１から０．１５ｍｍであ
ってもよい。チューブは、例えば熱可塑性材料またはポリアミドのような耐熱材料により
構成されてもよい。
【００９５】
　アプリケータ２０２は、給電ケーブルの先端部２０４ａを収容するチューブ２２６内に
延在するように構成された挿入領域２０２ａを有する。図１０ｂにこの例を示す。当図は
、チューブ２２６と、アプリケータ２０２の挿入領域２０２ａの断面図である。挿入領域
は、第１冷媒路を上述のアプリケータ冷媒経路に流体接続するように構成された１つ以上
の経路を含んでもよい。図１０ｂに示す実施形態では、第１冷媒路とアプリケータ冷媒経
路２３２ａおよび２３２ｂとを流体接続するように構成された２つの経路２３３ｃおよび
２３３ｄが示されている。１つ以上の冷媒経路を含む挿入領域２０２ａを設けることによ
り、冷媒流を促進しつつ、チューブ２２６とアプリケータ２０２との間の固定的機械的接
続が実現できる。より効果的に接続するため、適宜接着剤を使用して、機械的接続を補助
してもよい。図１０ｂに記載の実施形態では、アプリケータ２０２の挿入領域２０２ａの
表面に切り込まれた平坦部により、経路２３２ａおよび２３２ｂが形成される。これによ
り、よりコンパクトで、製造しやすい構造が実現され得る。別の実施形態では、その他適
切な構成または形状の経路を実現してもよい。
【００９６】
　記載の実施形態では、アブレーションプローブ２０２は、使用時に組織に突き刺さるよ
うに、尖った先端を有してもよい。アプリケータ２０２がアブレーションプローブ２００
の先端に配置された実施形態では、アプリケータ２０２の先端は尖った先端を形成しても
よい（図９の参照符号２３４）。したがって、アプリケータ２０２の先端は、尖っている
ことで、アプリケータ２０２が効果的に組織に突き刺さって、アブレーション部位に送達
できることが保証されてもよい。
【００９７】
　アブレーションプローブは、変形可能部材をアプリケータに結合するように構成された
結合部材２３６ａをさらに有してもよい。図１１ａは、そのような結合部材２３６ａの例
を示す。結合部材２３６ａは、アプリケータ２０２とは異なる材料から形成されてもよい
。結合部材２３６ａは、変形可能部材２１０が接合される、接合部位を形成するように構
成されてもよい。変形可能部材２１０は、接着剤またはその他同様な接合化合物を使用し
て、結合部材２１０に接合されてもよい。結合部材２１０を、アプリケータ２０２とは異
なる材料で形成することで、変形可能部材２１０への接合により適した材料を選択可能で
ある。これにより、変形可能部材とアプリケータとを直接接続する場合よりも、接合を向
上でき得る。例えば、結合部材２３６ａは、ポリイミド材料のようなプラスチック材料に
より形成されてもよい。これにより、変形可能部材２１０との強固な接合を可能とし、使
用時にアプリケータ２０２から生じる熱に対する適切な耐性も実現され得る。
【００９８】
　結合部材２３６ａは、アプリケータ２０２との機械的結合を形成するような形状として
もよい。図１１ａに示す実施形態では、アプリケータ２０２を囲む結合チューブにより、
結合部材２３６ａが形成される。このチューブは、アプリケータ２０２の外面と摩擦嵌め
されるように固く嵌るものである。接続部材を形成するチューブは、最小の全体断面とす
るように、薄壁チューブであってもよい。例えば、チューブの壁は、厚さが？？から？？
であってもよい。別の実施形態では、別の機械的結合を実現してもよい。
【００９９】
　図１１ｂは、別の結合部材２３６ｂを示す。この実施形態では、アブレーションプロー
ブ２００は、アプリケータ２０２の先端に結合された電気絶縁材により形成された結合部
材２３６ａをさらに有してもよい。図示の実施形態では、尖った先端を含む、別個の先端
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部材２３８が結合部材３３６ａに結合されることで、アブレーションプローブ２００の先
端に尖った先端が形成される。別の実施形態では、先端部材２３８と結合部材２３６ａと
は、単一部材から形成されてもよい。結合部材２３６ａは、低誘電率（例えばポリマー）
材料から形成されてもよい。この実施形態では、アプリケータ２０２に加熱効果を限定（
または部分的に限定）してもよい。これにより、変形可能部材２１０が結合部材２３６ａ
を介してアプリケータ２０２に結合されるように、変形可能部材２１０を接合する低温部
が設けられる。さらに、結合部材２３６ａの曲げ剛性は、アブレーションプローブ２００
が、蛇行した解剖学的部位内（例えば肺内）に送り込みやすいように最適化された弾性を
有するよう選択されてもよい。別の実施形態では、結合部材をアプリケータ２０２の基端
に設けてもよい。これにより、変形可能部材と、アプリケータ２０２の基端とが結合され
る。
【０１００】
　図１１ａおよび１１ｂに示す結合部材２３６ａおよび２３６ｂは、変形可能部材２１０
をアプリケータ２０２に接続するために設けられ得る結合部材の単なる一例である。別の
実施形態では、アプリケータ２０２および変形可能部材２１０の形状に合わせて、結合部
材がその他任意の適切な形状を有してもよい。さらに別の実施形態では、変形可能部材と
アプリケータとの間は直接接続され、結合部材は存在しなくてもよい。
【０１０１】
　別の実施形態では、プローブは使用時に組織に突き刺さらない、または突き刺さりにく
いように、丸まった先端を有してもよい。そのような実施形態では、アプリケータ２０２
または結合部材２３６ｂは、使用時に組織に突き刺さりにくい丸まった先端を有してもよ
い。これは、肺等のいくつかの治療部位に対して有効となり得る。
【０１０２】
　図３の展開図に示すように、針部はさらに変形可能部材２１０を有する。記載の実施形
態では、変形可能部材２１０は膨張性部材で形成される。当該部材は、変形可能部材２１
０が挿入形態の際に、収縮構成となり、変形可能部材２１０が展開形態の際に、膨張構成
となる。したがって、膨張性部材は、冷媒流で膨張可能な風船を形成してもよい（例えば
、膨張性部材は、冷媒の圧力により膨張してもよい）。記載の実施形態では、膨張性部材
は、内径がチューブ２２６（またはチューブ２２８を囲む膜２２８、外側導体、または絶
縁部材それぞれ）の外径に一致する。膨張部材は、冷却系が加圧されると、直径が増加し
てもよい。したがって、これにより、アプリケータ２０２から戻る冷却流体用の導管が形
成され得る。膨張構成に遷移する際、膨張部材の一部または全体の形状が変化（例えば拡
張）し、冷媒が流れる空間を提供するようにしてもよい。目標アブレーション部位への送
達がしやすくなるように、膨張性部材が収縮すると、アブレーションプローブ２００の挿
入厚さが低減（例えば最小化）されてもよい。アブレーション治療が届けられると、取り
出しやすくなるように、元の直径に戻るように収縮してもよい。
【０１０３】
　膨張部材は、膨張した展開形態における最大閾値サイズに膨張または拡張するように構
成されてもよい。これにより、アブレーションプローブ２００がさらに挿入しやすくなる
。いくつかの実施形態では、膨張部材は、収縮挿入形態と、膨張展開形態との間で遷移す
るように、膨張または収縮するように構成されたコンプライアントまたはセミコンプライ
アント材料から形成されてもよい。膨張部材は、適切な分量拡張し、元の形状または直径
に弾性復元されるのに必要な性質の材料および形状を有してもよい。いくつかの実施形態
では、治療到達後、冷媒戻り路に真空を適用してもよい。これにより、膨張部材が潰れや
すくなり、アブレーションプローブ２００が取り出しやすくなる。真空は、膨張性部材の
弾性機能に加えて、または替えて利用されてもよい。膨張部材は、アブレーションプロー
ブ２００が最小の全体形状を有するように、薄壁材料から形成されてもよい。いくつかの
実施形態では、膨張部材は挿入しやすいように、低摩擦性であってもよいし、潤滑材（例
えば、パリレン）でコーティングされてもよい。いくつかの実施形態では、膨張部材材料
（またはコーティング）はさらに、膨張部材が膨張時に、アブレーションプローブを形成
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するその他要素（例えば膜）から分離しやすくし得る。図１２ａおよび１２ｂに、収縮構
成から膨張構成に遷移するコンプライアントまたはセミコンプライアント変形可能部材１
１０の一例を概略的に示す。
【０１０４】
　別の実施形態では、膨張部材は収縮挿入形態と膨張展開形態との間で遷移するように、
畳まれ、開くように構成された非コンプライアント材料により形成されてもよい。この実
施形態では、膨張部材は収縮時に丸められてもよいし、さらに／あるいは折り畳まれ、冷
却流体により加圧されると広げられてもよい。例えば、膨張部材はアブレーションプロー
ブの使用前にはコンパクトに折りたたまれて、コンパクトな挿入形態となってもよい。膨
張部材の畳まれた部位は、経路（例えばチューブ２２６内）に収納されてもよい。これに
より、挿入形態時に、アブレーションプローブ２００の挿入形状が最小化される。非コン
プライアント材料を使用することで、後述のように、展開により大きなサイズ、または段
差付き／テーパ形状の膨張部材が実現でき得る。膨張部材は、壁厚さを最適化し、アブレ
ーションプローブの全体形状を最小化するように構成されてもよい。例えば、膨張部材は
、プリフォームをブロー成型することで製造し、所望の形状にしてもよい。プリフォーム
は、ブロー成型されると薄壁膨張部材が得られるような形状であってもよい。例えば、プ
リフォームを研削することで成形し、ブロー成型された膨張部材の壁厚さを制御してもよ
い。これにより、膨張部材の低伸長率部位（例えば、膨張性部材の縁（例えばスリーブ）
）において、壁を薄くすることができる。ここでも、アブレーション処置が完了すると、
真空を利用して変形可能部材を潰してもよい。真空で再度畳まれた膨張部材は、挿入前の
綺麗に畳まれた構成に戻らず、アブレーションプローブの取り出しに十分なほど潰れれば
よい。図１３ａおよび１３ｂに、収縮構成から膨張構成に遷移する非コンプライアント膨
張部材の例を概略的に示す。さらなる実施形態では、膨張部材は、コンプライアント材料
、セミコンプライアント材料、非コンプライアント材料の混合物により形成されてもよい
。
【０１０５】
　変形可能部材１１０は、図示のように、針部２１２の長さ方向に沿って少なくとも部分
的に延在してもよい。例えば、変形可能部材１１０は針部２１２およびカテーテル部２１
４の境界から、またはその近傍で延在し、アプリケータ２０２の基端の端またはその近傍
で終端してもよい。したがって、冷媒はアブレーションプローブの長さ方向に沿って、変
形可能部材２１０を通じて流れてもよい（例えば、冷媒流は、変形可能部材の、アブレー
ションプローブの長さ方向に沿って離間した入口と出口との間に設けられてもよい）。変
形可能部材２１０は、針部２１２とカテーテル部２１４との間の境界において、変形不能
冷媒戻り導管に流体接続されてもよい。したがって、冷媒は変形可能部材１１０を通じて
流れ（展開形態時）、その後カテーテル部内の変形不能冷媒戻り導管を流れてアブレーシ
ョンプローブ２００の基端に到達してもよい。
【０１０６】
　いくつかの実施形態では、変形可能部材はアプリケータ２０２の基端でまたはその近傍
で終端してもよい。そのような実施形態では、変形可能部材の先端は、上述のようにチュ
ーブ２２６、アプリケータ２０２の基部、または別個の結合部材に結合されてもよい。別
の実施形態では、図１４に示すように、変形可能部材１１０は、少なくとも部分的にアプ
リケータ２０２を囲うように構成される。したがって、そのような実施形態では、アプリ
ケータ２０２は変形可能部材２１０内に少なくとも部分的に配置されてもよく、延いては
冷却流体に囲まれてもよい。これは、治療到達時に、周辺組織に対する炭化効果抑制に寄
与し得る。この実施形態では、冷却流体は、水、或いはマイクロ波エネルギーを周辺組織
に効果的に伝送するのに適した誘電性を有する同様の物質であってもよい。
【０１０７】
　変形可能部材２１０は、図１４に示すように、アブレーションプローブ２００の全周を
囲んでもよい。これにより、展開形態においてチューブ２２６（および膜２２８および／
またはアプリケータ２０２のそれぞれ）の周囲に冷媒導管が形成される。別の実施形態で
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は、変形可能部材２１０はチューブ２２６（および膜２２８および／またはアプリケータ
２０２のそれぞれ）の一部のみを囲んでもよい。一実施形態では、図１５に示すように、
変形可能部材２１０は１つ以上の細長変形可能経路２４０を有する。変形可能経路２４０
は、アブレーションプローブ２００の長さ方向に沿って少なくとも部分的に延在する。１
つ以上の変形可能経路２４０は、図１５に示すように、アブレーションプローブ２００の
外周に沿って等間隔で配置された複数の経路を含む。記載の実施形態では、４つの変形可
能経路が等間隔に設けられてもよい。変形可能経路２４０は、冷媒送り路を形成する経路
２３０間に設けられてもよい。別の実施形態では、経路の構成、数または形状は異なって
いてもよい。
【０１０８】
　いくつかの実施形態では、変形可能経路２４０は、膨張部材の、膨張構成に遷移しても
形状変化しない１つまたは複数の部位に連結されてもよい。これらの非膨張部位は、冷媒
送り路の境界を設けるように、チューブ２２６内の経路２３０を覆うように配置されても
よい。これは、膜が不要であることを意味する（例えば、膨張部材の非拡張部（複数可）
に置き換えられる）。図１６にこの例を示す。この実施形態では、アブレーションプロー
ブ（図１６では展開または膨張状態で示す）の外周に４つの変形可能経路２４０が設けら
れる。変形可能経路２４０は、チューブ２２６内の４つの経路２３０により非連続的に設
けられる。この実施形態では、経路２３０は、変形可能経路２４０が間に等間隔に配置さ
れた状態で、１２時、３時、６時および９時の位置に等間隔配置される。別の実施形態で
は、経路と変形可能経路の数と配置は異なっていてもよく、等間隔配置でなくてもよい。
【０１０９】
　いくつかの実施形態では、展開形態において、アプリケータ２０２により実現されるア
ブレーション領域の形状、大きさ、および位置の内の任意の１つ以上を制御するように、
変形可能部材２１０は構成されてもよい。例えば、展開形態において、変形可能部材２１
０の形状および位置は、アブレーション領域を制御するように構成されてもよい。変形可
能部材２１０は、その他組織の加熱を抑え、処置対象組織を効率的に加熱するような有効
なアブレーション領域を実現するように構成されてもよい。いくつかの実施形態では、第
２構成の変形可能部材２１０は、略球形のアブレーション領域を生成するように構成され
る。これにより、アブレーション領域全体にエネルギーの均一分布を実現し、加熱向上が
図られる。別の実施形態では、変形可能部材２１０の適切な大きさ、形状および配置によ
り、別の形状のアブレーション領域が生成されてもよい。
【０１１０】
　いくつかの実施形態では、展開形態において、変形可能部材２１０は、アブレーション
領域を制御するよう、アプリケータ２０２の基端においてまたはその近傍において、より
大きなサイズを有してもよい。これにより、アプリケータ２０２の基端に隣接して、大き
な体積の冷却流体が存在することが保証される。したがって、加熱効果、延いてはアブレ
ーション領域の形状を制御するヒートシンクが提供される。記載の実施形態では、変形可
能部材２１０が展開形態において、アブレーション領域を制御するように、不均一なテー
パ形状、球根状、または円錐形の内の任意の１つを形成する。図１７にこの例を示す。こ
こで、変形可能部材２１０の大径部２１０ａが、アブレーション領域を制御するように設
けられる。
【０１１１】
　さらなる実施形態では、変形可能部材２１０は、展開形態への遷移により、アブレーシ
ョンプローブ２００が屈曲し、アプリケータ２０２により印加されたエネルギーを配向す
るように構成されてもよい。この実施形態では、変形可能部材２１０は、エネルギーを所
望の方向に送るようにアプリケータ２０２を配向するように構成されてもよい。変形可能
部材は、変形可能部材位置および／またはその材料特性に作用することで、アブレーショ
ンプローブの湾曲を生じてもよい。したがって、変形可能部材２１０の膨張は、アブレー
ションプローブ２００の湾曲または屈曲を生じて、エネルギーを配向してもよい。これは
、変形可能部材をアブレーションプローブ２００の一方の側に（例えば、外周の一部のみ
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に延在するように）結合することで実現され得る。これにより、変形可能部材が膨張する
ことで、結合される表面（またはその基端および先端の接合位置）が軸方向に引張または
圧縮状態で配置されるようにする。したがって、アブレーションプローブ２００の屈曲が
生じる。図１８ａおよび１８ｂにこの例を示す。図１８ａは、軸外変形可能部材を示す。
軸外変形可能部材が展開すると、アブレーションプローブは図１８ｂに示すように湾曲し
得る。
【０１１２】
　展開形態において、変形可能部材２１０は、周辺組織にアブレーションプローブを固定
するような形状を有してもよい。したがって、変形可能部材２１０は、アブレーションプ
ローブの固定と共に、冷媒の戻り路を設けるように作用してもよい。これにより、さらな
る固定手段が不要となる。したがって、アブレーションプローブ２００の小型化に繋がり
得る。アブレーションプローブ２００を固定することで、変形可能部材２１０は、アブレ
ーション処置中に、アプリケータ２０２の望ましくない動きに抗するように作用し得る。
これにより、例えば、呼吸に伴う変位による動きが抑制され得る。さらに、より効果的に
固定を行い、上述の様にアブレーション領域に悪影響を及ぼすような望ましくない加熱効
果を最低限に抑えるように、変形可能部材２１０の展開形態における形状を最適化しても
よい（例えば、球根状またはテーパ状部位を追加する）。したがって、変形可能部材２１
０は、単一の構造で複数の異なる機能を提供し得る（戻り冷媒流、および／またはアブレ
ーション領域制御、および／または固定）。これにより、アブレーションプローブ２００
の全体サイズが低減され得る。
【０１１３】
　別の実施形態では、別個の固定機構（不図示）を使用することで、さらなる固定を行っ
てもよい。固定機構は、アンテナ先端部の螺旋ワイヤ、または中空螺子を含んでもよい。
この螺旋ワイヤは、隣接する組織に螺子が固定されるようにアブレーションプローブ２０
０を回転させることで、アンテナ２０２を定位置に固定するように作用してもよい。固定
螺旋螺子は、雄螺子または雌螺子構造であってもよく、アンテナ２０２の先端に対して遠
位または同心状に配置されてもよい。固定に使用される材料は、確実にエネルギー形態お
よびアプリケータ構成に適合するように選択される。例えば、マイクロ波プローブが使用
される場合、非金属材料が使用されてもよい。
【０１１４】
　いくつかの実施形態では、アブレーションプローブ２００は、変形可能部材が展開形態
に遷移したか否かを検出するように構成された１つ以上のセンサ（図１６において参照符
号２４１）を有してもよい。センサ（複数可）は、変形可能部材２１０の構成を判定する
ため、アプリケータ２０２または印加されるエネルギーの１つ以上の性質を検知するよう
に構成される。
【０１１５】
　いくつかの実施形態では、変形可能部材２１０が適切に膨らんだことは、アプリケータ
からの反力を監視することで判定され得る。この反力は、変形可能部材２１０が膨らんだ
場合にのみ最小となる。これを、治療送達中の医師に対してフィードバックしてもよい。
変形可能部材２１０の挙動はさらに、冷却流体の圧力を監視することでも判定され得る。
例えば、冷却流体が加圧されると、変形可能部材２１０が膨張し、そして真空が加えられ
ると収縮することが推測される。あるいは、冷媒の体積を利用して、変形可能部材の状態
を判定してもよい。送られる冷却流体の体積を使用して、変形可能部材が適切に膨張した
かを判定するのである。
【０１１６】
　さらなる実施形態では、アブレーションプローブ２００は、組織性質を監視して、デバ
イスの適切な配置を保証またはアブレーションの進み具合を確認するため、センサまたは
センサ群を有してもよい。例えば、センサ（複数可）は、温度センサ（複数可）（例えば
熱電対）または電気インピーダンスセンサ（複数可）を含んでもよい。
【０１１７】
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　センサ（複数可）は、アブレーションプローブ２００における任意の適切な箇所に設け
られてもよい。例えば、センサ（複数可）は変形可能部材２１０内に設けられてもよい（
例えば、図１６に示す変形可能経路の１つの内）。変形可能部材２１０の形状は、センサ
を配置しやすくし、組織特性およびアブレーション処置についての適切なフィードバック
を提供するように最適化されてもよい。例えば、センサ（複数可）は、変形可能部材２１
０の壁内、または変形可能部材２１０により形成された冷媒戻り路内に配置されてもよい
。別の実施形態では、センサ（複数可）は、冷媒戻り路内またはアプリケータ２０２内に
設けられてもよい。
【０１１８】
　いくつかの実施形態では、アブレーションプローブ２００はさらに別個のチョーク要素
を備えてもよい。チョーク要素は、アブレーション領域の形状を制御するように、アプリ
ケータ２０２の先端に配置されてもよい。いくつかの実施形態では、チョーク要素は、ア
ブレーションプローブの全体的な弾性が損なわれないように、少なくとも部分的に弾性材
料により形成されてもよい。例えば、チョーク要素は、セラミックおよび金属材料の混合
物で形成されてもよい。いくつかの実施形態では、チョーク要素は、冷媒送り路を介して
流れる冷媒により冷却されるように配置されてもよい。これにより、使用時にチョークを
低温に維持できる。例えばチョーク要素は、給電ケーブルを収容するチューブと一体化さ
れて、コンパクトな構成を実現してもよい。
【０１１９】
　図１９は、チョーク要素２４２の概略図を示す。チョーク要素２４２は、マイクロ波周
波数で起動される短絡バランを形成してもよい。チョーク要素２４２は、アプリケータ２
０２の基端に一体化され、当該部位で給電ケーブル２０４ａを収容するチューブ２２６に
取り付けられてもよい。
【０１２０】
　チョーク要素２４２は、アブレーションプローブがマイクロ波アブレーションエネルギ
ーで動作すると、起動される。チョーク要素２４２は、アプリケータ２０２の基端で、ま
たはその近傍で、高インピーダンス条件を実現し得る。これにより、導体に沿って流れる
反射力が最低限に抑えられる。いくつかの実施形態では、チョーク要素２４２は、アプリ
ケータを形成する材料を、給電ケーブルを収容するチューブ２２６と給電ケーブルとの間
に挿入することで形成されてもよい。アプリケータ材料は、外側導体に沿って、給電ケー
ブルを収容するチューブ２２６の先端から、約１／４波長の距離だけ延在してもよい（例
えば、アプリケータ材料は外側導体に重なってもよい）。チューブ２２６内へと延在する
アプリケータの一部は、１つ以上のアプリケータ冷媒経路（例えば、図９では参照符号２
３２で示す）を有することで、その内部に冷媒を流すことが可能であってもよい（例えば
、変形可能部材に流す）。
【０１２１】
　いくつかの実施形態では、アプリケータ材料の、給電ケーブル２０４上に延在するアプ
リケータ材料の一部は、アプリケータ２０２の基端から延在する１つ以上の指部（内２本
を図１９に示す）により形成されてもよい。別の実施形態では、給電ケーブル２０４の外
側導体と、給電ケーブルを収容するチューブ２２６との間で、チューブの先端から約１／
４波長の距離だけ遠位で、電気的接続が実現されてもよい。このような実施形態では、「
波長」という用語は、アブレーションプローブの動作周波数に対応する電磁エネルギーの
波長を意味する。いくつかの実施形態では、チョーク要素２４２はアブレーションプロー
ブ２００の弾性を損なわないように、小型化されてもよい。さらなる実施形態では、チョ
ーク要素２４２は送り路または戻り路の冷媒で冷却され、処置中に過熱が抑制されてもよ
い。
【０１２２】
　図２０に、チョーク要素２４２のさらなる例を示す。チョークは、給電ケーブルを収容
する（導電性）チューブと、給電ケーブルの外側導体と、アブレーションプローブのアプ
リケータの基端での導電性コーティングとにより形成される。この例でも、アプリケータ
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材料は、給電ケーブルを収容するチューブ２２６内へと延在する。チューブ２２６内に延
在するアプリケータ材料の一部は、金属コーティング２４３（例えば、アプリケータ上の
金属ペーストまたはその他適切な金属蒸着により形成される）を含んでもよい。金属コー
ティングは、給電ケーブルの外側導体と、給電ケーブルを収容するチューブとの間の電気
的接続を実現するように構成される。アプリケータ材料の、金属コーティング部分は、チ
ューブ２２６内に延在するアプリケータ材料の基端面に設けられることで、チョークのベ
ースを形成し得る。
【０１２３】
　上述のように、本明細書に記載の任意の実施形態のアブレーションプローブは、給電ケ
ーブルの先端部を、給電ケーブルの基端に機械的および電気的に接続するように構成され
たコネクタを有してもよい。図２１に、そのようなコネクタ３００の例を示す。図２１は
、基部３０４ｂに接続される先端部３０４ａの給電ケーブルを示す。先端部３０４ａは、
内側導体３０６ａと、外側導体３０８ａと、それらの間の誘電材料３１０ａとを有する。
基部３０４ｂは、内側導体３０６ｂと、外側導体３０８ｂと、それらの間の誘電材料３１
０ｂとを有する。
【０１２４】
　コネクタ３００は、給電ケーブルの先端３０４ａを、給電ケーブルの基部３０４ｂに機
械的および電気的に接続するように構成された接合部材３１２を備える。接合部材３１２
は、給電ケーブルの基部３０４ｂの端を収容する形状を有する基端３１２ｂと、給電ケー
ブルの先端３０４ａの端を収容する形状を有する先端３１２ａとを有する。これにより、
給電ケーブルの部位間のコンパクトで確実な機械的および電気的接続が実現でき得る。接
合部材は、給電ケーブルの部位間に短いコネクタを実現し得る。これにより、ワーキング
チャネルに挿入できるように、アブレーションプローブの弾性を向上でき得る。
【０１２５】
　給電ケーブルの各部位の内側導体３０６ａ、３０６ｂは、コネクタ３００の本体内に、
はんだ付けまたはその他任意の適切な方法で結合されてもよい。
【０１２６】
　上述のその他実施形態で説明したように、アブレーションプローブは、給電ケーブルの
先端部３０４ａを収容するように構成されたチューブ３３６を備えてもよい。コネクタ３
００の一部は、チューブ３３６内に延在し、その間に機械的結合を実現するように構成さ
れてもよい。図２１に示すように、接合部材３１２はチューブ３３６内に延在して、接合
部材３１２とチューブ３３６との間の機械的結合を実現するような、段差部３１４を有し
てもよい。これにより、給電ケーブルの部位間の結合が補強されてもよい。段差部３１４
はさらに、チューブ３３６と、給電ケーブルの先端部３０４ａとを離間するように作用し
てもよい。
【０１２７】
　コネクタ３００は、誘電部材３１６をさらに有してもよい。誘電部材は、給電ケーブル
の基部および／または先端の内側導体と、給電ケーブルの基部および／または先端部の各
外側導体との間の領域を少なくとも部分的に埋めるように配置される。電部材３１６は、
先端部の内側導体、基端部の内側導体、先端の外側導体および基端部の外側導体の間の領
域全体埋めてもよい。記載の実施形態では、誘電部材３１６は先端３０４ａの内側導体３
０６ａと外側導体３０８ａとの間を完全に埋める。別の実施形態では、この領域の一部の
みが誘電部材３１６により埋められる。さらなる実施形態では、（給電ケーブルの先端部
および基端部の一方または両方の）内側および外側導体の間の領域は、誘電部材３１６で
はなく空気で満たされてもよい。
【０１２８】
　コネクタ３００はさらに、封止部材３１８を有する。封止部材は、コネクタと、給電ケ
ーブルの先端部および基端部３０４ａ、３０４ｂの一方との間の接続領域を少なくとも部
分的に囲うように構成される。図２１に示すように、封止部材は、接合部材３１２と、給
電ケーブルの基部と先端部の一方または両方を覆い、これらの間の接続を封止する封止層
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を含んでもよい。
【０１２９】
　図２２ａおよび２２ｂに、本開示に係わるアブレーションプローブ４００の別の例を示
す。わかりやすいように、図１ａおよび１ｂで使用した参照符号を、図２２ａおよび２２
ｂでも使用する。
【０１３０】
　上述の実施形態では、変形可能部材は、流体戻り路および流体送り路の一方のみを実現
する。図２２ａおよび２２ｂは、第１変形可能部材４１０ａおよび第２変形可能部材４１
０ｂを有するアブレーションプローブ４００を示す。第１変形可能部材４１０ａおよび第
２変形可能部材４１０ｂのいずれも、プローブが挿入しやすくなる挿入形態と、展開形態
との間で遷移するように構成される。図１ａおよび１ｂの実施形態と同様に、展開形態に
おいて第２変形可能４１０ｂ部材により冷媒戻り路４０８が設けられる（したがって、第
２変形可能部材４１０ｂは、上述の実施形態の単一の変形可能部材１１０、２１０に対応
する）。冷媒送り路４０６は、少なくとも部分的に第１変形可能部材４１０ａにより実現
される。これにより、変形可能部材４１０ａおよび４１０ｂが挿入形態において、アブレ
ーションプローブの断面サイズがさらに低減され得る。しかも展開形態においては適切な
冷媒流を可能とする。
【０１３１】
　第１変形可能部材４１０ａは、上述のその他実施形態に関連して説明された変形可能部
材１１０、２１０と同様の特徴を有してもよい。第１変形可能部材４１０ａは、給電ケー
ブル４０４の先端部を収容するチューブ４２６を少なくとも部分的に囲んでもよい。さら
に／あるいは、アプリケータ４０２の少なくとも一部を囲んでもよい。
【０１３２】
　図２２ａおよび２２ｂに示す実施形態では、冷媒送り路は、給電ケーブル４０４の先端
部と、それを収容するチューブ４２６との間に形成された導管と、チューブ４２６と第１
変形可能部材４１０ａとの間に形成された導管の両方により形成される。したがって、冷
媒送り路に対して、変形可能導管および変形不能導管の両方が提供されて、冷媒流を促進
してもよい。別の実施形態では、冷媒送り路は、第１変形可能部材と、チューブ（即ち、
チューブ内に冷媒流がなくてもよい）との間に形成された導管のみで実現されてもよい。
【０１３３】
　図２２ａおよび２２ｂは、第１変形可能部材４１０ａにより実現された冷媒送り路と、
第２変形可能部材４１０ｂにより実現された冷媒戻り路とを示す。別の実施形態では、冷
媒流を逆にしてもよい。任意で、第１変形可能部材（４１０ａ）は、耐熱材料により構成
されてもよい（例えば、熱硬化性材料、ＰＴＦＥまたはポリアミド）。
【０１３４】
　いくつかの実施形態では、本明細書に記載の任意の実施形態のアブレーションプローブ
は、図２３ａおよび２３ｂに示すようにシース部材５０４を有してもよい。この実施形態
では、針部は、使用時に組織を突き刺すように構成された、尖った先端５０１を有する。
図に示すように、尖った先端は、アプリケータ５０２の先端に設けられてもよいが、アブ
レーションプローブの先端を形成するその他に任意の構成要素に設けられてもよい。
【０１３５】
　シース部材５０４は、尖った先端を覆う第１位置（図２３ａに示す）と、尖った先端を
露出させる第２位置（図２３ｂに示す）との間で移動可能である。シース部材５０４は、
尖った先端５０１が使用時に組織５０６に挿入される際に、第１位置と第２位置との間で
移動してもよい。即ち、アブレーションプローブの尖った先端５０１は、アブレーション
プローブが挿入されるワーキングチャネル５０８内においてはシース部材５０４により覆
われてもよい。これにより、アブレーションプローブ挿入時に、ワーキングチャネル５０
８挿入のリスクを抑えることができる。アブレーションプローブが組織内に移動すること
で、シース部材５０４がアブレーションプローブの長さ方向に沿って、第１位置から第２
位置に、基端側に向かって移動する。
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【０１３６】
　図２４ａ、２４ｂ、２４ｃは、ワーキングチャネル内への挿入用に、アブレーションプ
ローブの先端が覆われる別の実施形態を示す。これら図は、先端６３４を有するアプリケ
ータ６０２と、給電ケーブル６０４と、変形可能部材６１０と、給電ケーブルの先端を収
容するチューブ６２６とを備えたアブレーションプローブ６００を示す。これら構成要素
は、本明細書に記載のその他実施形態のものに対応してもよい。アブレーションプローブ
６００は、ワーキングチャネル６０８に挿入される。
【０１３７】
　変形可能部材６１０の内部要素とともに、冷媒戻り路の一部を形成するカテーテル冷媒
導管も設けられる。カテーテル冷媒導管は、給電ケーブル６０４を囲むカテーテルチュー
ブ６２２（例えば、冷媒戻りチューブ２２２に対応する）により形成される。カテーテル
冷媒導管は、変形可能部材６１０に流体接続されてもよい。これにより、これら部材間で
冷媒が流れることが可能となる。例えば、図２４ａ、２４ｂ、２４ｃに示すように、変形
可能部材６１０がカテーテルチューブ６２２において基端側に接続され、アプリケータ６
０２（または給電ケーブル６０４を収容するチューブ６２６）において先端側に接続され
る。これにより、冷却流体用の導管が形成される。
【０１３８】
　アプリケータ６０２と、給電ケーブルの先端を収容するチューブ６２２と、給電ケーブ
ル６０４は、カテーテルチューブ６２２に対して可動であってもよい。これらは、アプリ
ケータ６０２の先端６３４が変形可能部材６１０によって覆われた被覆状態（図２４ａに
示す）と、アプリケータ６０２の先端６３４が変形可能部材６１０によって覆われない非
被覆状態（図２４ｂに示す）との間で遷移可能である。アプリケータ６０２と、給電ケー
ブル収容チューブ６２６と、給電ケーブル６０４（例えば、先端と基部の両方）との複合
組立体は、図示のように、アブレーションプローブの長さ方向に沿って、軸上にカテーテ
ルチューブ６２２に対して移動してもよい。
【０１３９】
　したがって、アプリケータ６０２は、先端６３４（組織に突き刺さるように尖ってもよ
い）が変形可能部材６１０内で被覆されるように、変形可能部材６１０内に配置されても
よい。これにより、ワーキングチャネル６０８を通じて送達しやすくする。これにより、
アプリケータ６０２の先端が、特に蛇行したワーキングチャネル６０８の内壁を傷つける
ことリスクが低減される。必要に応じて、アプリケータ６０２は変形可能部材内で延在す
るように、被覆状態から非被覆状態に遷移してもよい。
【０１４０】
　非被覆状態において、変形可能部材６１０（または少なくともその一部）は、図２４ａ
に示すように畳まれるか、丸められてもよい。変形可能部材６１０は、図２４ｂに示す非
被覆状態への遷移に合わせて、開かれてもよい。非被覆状態となると、他の実施形態で上
述したように、変形可能部材６１０が挿入形態（図２４ｂに示す）から展開形態（図２４
ｃに示す）に遷移してもよい。
【０１４１】
　別の実施形態では、被覆状態において、アプリケータ６０２の先端６３４は、カテーテ
ルチューブ６２２に覆われてもよい。図２５ａおよび２５ｂに、この例を示す。図２５ａ
は、アプリケータ６０２と、給電ケーブル６０４の先端を収容するチューブ６２６と、給
電ケーブル６０４とが、カテーテルチューブ６２２に対して移動し、アプリケータの先端
６３４がカテーテルチューブにより覆われた被覆状態となった状態を示す。図２５ｂは、
アプリケータ６０２と、給電ケーブル６０４の先端を収容するチューブ６２６と、給電ケ
ーブル６０４とが、カテーテルチューブ６２２に対して移動し、アプリケータの先端６３
４がカテーテルチューブにより覆われておらず組織内に挿入可能な非被覆状態を示す。
【０１４２】
　請求の範囲から逸脱することなく、当業者には様々な変形例が明らかとなろう。
【０１４３】
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【図２５ｂ】

【手続補正書】
【提出日】平成30年8月16日(2018.8.16)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　腔内送達デバイスのワーキングチャネルを通じた挿入に適したアブレーションプローブ
であって、
　周辺組織に放射線を当てて加熱するように構成されたアプリケータと、
　前記アプリケータに電磁エネルギーを供給するように構成された給電ケーブルと、
　冷媒が流れることができる第１冷媒流経路と、
　前記プローブが挿入しやすい挿入形態と、展開形態との間で遷移するように構成された
変形可能部材と、
　冷媒が流れることができる第２冷媒流路であって、前記展開形態の前記変形可能部材に
より実現され、前記第１冷媒流路と組み合わされることでアプリケータからの冷媒流とア
プリケータへの冷媒流を送るように構成された冷媒循環路を形成し、冷媒が前記第１冷媒
流路を通じて前記アプリケータに向かって流れることができとともに前記第２冷媒流路を
通じて前記アプリケータから流れることができるか、前記第１冷媒流路を通じて前記アプ
リケータから流れることができるとともに前記第２冷媒流路を通じて前記アプリケータに
向かって流れることができるような第２冷媒流路と、
　前記給電ケーブルの先端部を収容するように構成されたチューブであって、前記変形可
能部材は、前記チューブの少なくとも一部を囲うように構成され、前記チューブは弾性材
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料で形成されたチューブとを備え、
　前記アブレーションプローブは
　ａ．使用時に組織内に挿入される針部であって、前記変形可能部材と、前記アプリケー
タと、前記給電ケーブルの前記先端部と、前記チューブの少なくとも一部と、前記第１冷
媒路の先端部とを含む針部と、
　ｂ．前記給電ケーブルの基部と、前記第１冷媒路の前記基部と、冷媒導管とを含むカテ
ーテル部とを備え、
　前記変形可能部材は、前記針部と、前記カテーテル部との間の境界において、前記変形
不能冷媒導管に流体接続される、アブレーションプローブ。
【請求項２】
　前記給電ケーブルの前記先端は先端断面サイズであり、前記給電ケーブルの前記基部は
基端断面サイズであり、前記先端断面サイズは前記基端断面サイズよりも小さい、請求項
１に記載のアブレーションプローブ。
【請求項３】
　前記チューブが超弾性材料から形成される、または、
　前記チューブが導電性材料から形成される、請求項１または２に記載のアブレーション
プローブ。
【請求項４】
　前記第２冷媒路は、前記変形可能部材のみにより、前記プローブの長さ方向に沿った少
なくとも一部に設けられる、請求項１から３のいずれか一項に記載のアブレーションプロ
ーブ。
【請求項５】
　前記変形可能部材は、前記第１冷媒路の先端に流体接続される、請求項１から４のいず
れか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項６】
　前記針部の最大断面サイズは、前記カテーテル部の最大断面サイズよりも小さい、請求
項１から５のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項７】
　前記給電ケーブルの前記先端部を、前記給電ケーブルの前記基部に機械的および電気的
に結合するように構成されたコネクタをさらに備える、請求項２から６のいずれか一項に
記載のアブレーションプローブ。
【請求項８】
　ａ）前記コネクタは、前記給電ケーブルの前記先端部を前記給電ケーブルの前記基部に
機械的および電気的に結合するように構成された接合部材を備え、前記接合部材は、前記
給電ケーブルの前記基部を収容するような形状の基端と、前記給電ケーブルの先端を収容
するように構成された先端とを有する、
　ｂ）前記コネクタの一部は、前記給電ケーブルの前記先端部を収容する前記チューブ内
に延在することで、それら要素間に機械的結合を形成するように構成される、
　ｃ）前記コネクタは誘電部材を有し、前記誘電部材は、前記給電ケーブルの前記基部お
よび／または先端と、前記給電ケーブルの前記基部および／または先端部のそれぞれの前
記外側導体との間の領域を少なくとも一部埋めるように構成される、及び、
　ｄ）前記コネクタは、封止部材を有し、前記封止部材は、前記コネクタと、前記給電ケ
ーブルの前記先端部および前記給電ケーブルの前記基部の一方または両方との間の接続領
域を少なくとも一部囲む、
　ことのいずれかを少なくとも１つを備える、請求項７に記載のアブレーションプローブ
。
【請求項９】
　前記カテーテル冷媒導管は、前記変形可能部材に結合されたカテーテルチューブから形
成され、前記アプリケータと、前記給電ケーブルの前記先端部を収容するチューブと、前
記給電ケーブルとは、前記カテーテルチューブに対して、前記変形可能部材が前記アプリ
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ケータの先端を覆う被覆状態と、前記変形可能部材が前記アプリケータの先端を覆わない
非被覆状態との間で遷移するように移動可能であり、任意選択で、
　前記被覆状態においては、前記アプリケータの前記先端が前記カテーテルチューブ内に
配置され、前記非被覆状態においては、前記アプリケータの前記先端が前記カテーテルチ
ューブ内に配置されず、前記変形可能部材は、前記カテーテルチューブの先端部分と前記
アプリケータとの両方に接続された状態にとどまる、
　請求項１から８のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１０】
　前記変形可能部材は、前記展開形態において、前記アプリケータを少なくとも一部囲む
ように構成される、請求項１から９のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１１】
　前記展開形態において、前記変形可能部材は、前記アブレーションプローブを前記周辺
組織に対して固定するような形状となる、請求項１から１０のいずれか一項に記載のアブ
レーションプローブ。
【請求項１２】
　前記アプリケータを、前記給電ケーブルの前記先端部を収容する前記チューブへと結合
するように構成された繋ぎ部材をさらに備え、
　前記繋ぎ部材は、前記チューブの一部と前記アプリケータの一部とを囲うことで、これ
らの間の接続を繋ぐ繋ぎチューブを有し、
　好ましくは、前記繋ぎチューブと、前記チューブとアプリケータとが固く嵌合すること
で、それらの間に摩擦嵌合が実現される、
　請求項１から１１のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１３】
　前記変形可能部材は、前記アブレーションプローブの前記長さ方向に沿って延在する、
１つ以上の細長変形可能経路を含み、任意選択で、前記１つ以上の変形可能経路は、前記
アブレーションプローブの外周の周りに等間隔で配置された複数の経路を含む、
　請求項１から１２のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１４】
　前記変形可能部材は、前記展開形態において最大閾値サイズまで拡張するように構成さ
れ、
　任意選択で、前記変形可能部材は、
　ａ）前記挿入形態と、前記展開形態との間で遷移するように、サイズが拡張または収縮
するように構成されたコンプライアントまたはセミコンプライアント材料、または
　ｂ）前記挿入形態と、前記展開形態との間で遷移するように、畳まれる、または開くよ
うに構成された非コンプライアント材料を備える、
　請求項１から１３のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１５】
　前記アブレーションプローブは、さらに結合部材を有し、前記結合部材は、前記変形可
能部材を前記アプリケータに結合するように構成され、さらに
　ａ）前記結合部材は、前記アプリケータとは異なる材料から形成され、前記結合部材は
前記変形可能部材が接合される接合部位を形成するように構成される、
　ｂ）前記結合部材は、前記アプリケータとの機械的結合を実現するような形状を有し、
好ましくは、前記結合部材は前記アプリケータを囲う結合チューブから形成され、前記結
合チューブは、前記アプリケータの外面と固く嵌合することで、その間に摩擦嵌合が実現
される、及び、
　ｃ）前記結合部材は電気絶縁材から形成される、
　ことのいずれかを少なくとも１つを備える、請求項１から１４のいずれか一項に記載の
アブレーションプローブ。
【請求項１６】
　ａ）前記第１冷媒路は、前記給電ケーブルを囲う前記チューブの内面と、前記給電ケー
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ブルの外面との間に形成された冷媒経路を有する、
　ｂ）前記第１冷媒路は前記給電ケーブルを収容する前記チューブの本体内に形成された
１つ以上の冷媒経路を含む、
　ｃ）前記給電ケーブルは、前記アプリケータに信号を送信するように構成された内側導
体と、前記内側導体を遮蔽するように構成された外側導体とを有し、前記第１冷媒路は、
前記外側導体内に形成された１つ以上の冷媒経路を含む、
　ことのいずれかを少なくとも１つを任意選択的に備える、請求項１から１５のいずれか
一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１７】
　前記１つ以上の冷媒経路は、前記チューブの外面または前記外側導体の外面に設けられ
た１つ以上のスロットを含み、前記アブレーションプローブはさらに、前記チューブまた
は前記外側導体の周りに設けられた膜をさらに含み、前記膜は前記第１冷媒路を前記第２
冷媒路から分離するように構成され、及び／また、
　前記１つ以上の冷媒経路は、前記チューブの前記外側導体の長さ方向に沿って配置され
、及び／また、
　前記１つ以上の冷媒経路は、前記外側導体または前記チューブの外周上に等間隔に配置
された複数の経路を含み、好ましくは前記複数の経路は前記外側導体または前記チューブ
の外周上に等間隔に配置された４つの経路を含む、
　請求項１６に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１８】
　前記アプリケータは、前記第１冷媒路に流体接続される１つ以上のアプリケータ冷媒経
路をさらに含み、
　前記１つ以上のアプリケータ冷媒経路は、前記アプリケータの前記本体の外面の１つ以
上の凹部により形成される、及び、
　前記変形可能部材は、前記アプリケータを少なくとも部分的に囲い、前記アブレーショ
ンプローブは前記変形可能部材と、前記アプリケータとの間に設けられた絶縁部材をさら
に含む、
　ことのいずれかを少なくとも１つを任意選択的に備える、請求項１から１７のいずれか
一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項１９】
　前記アプリケータは、前記給電ケーブルの前記先端を収容する前記チューブ内に延在す
るように構成された挿入領域を含み、前記挿入領域は、前記第１冷媒路を前記アプリケー
タ冷媒経路に流体接続するように構成された１つ以上の経路を含む、請求項１８に記載の
アブレーションプローブ。
【請求項２０】
　前記変形可能部材が前記展開形態に遷移したかを検知するセンサをさらに有し、任意で
前記センサは、前記変形可能部材の前記構成を判定するために、前記アプリケータの１つ
以上の特性または前記周辺組織に印加される前記エネルギーを検知するように構成され、
　ａ）前記変形可能部材内に、１つ以上の前記センサが設けられる、及び、
　ｂ）前記１つ以上のセンサは、１つ以上の温度センサおよび／または１つ以上のインピ
ーダンスセンサを含む、
　ことのいずれか、または、両者を任意選択的に備える、請求項１から１９のいずれか一
項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項２１】
　前記プローブは前記アプリケータの基端に設けられたチョーク要素をさらに有し、
　ａ）前記チョーク要素は少なくとも一部弾性材料で形成され、好ましくは、前記チョー
クはセラミックと金属材料の混合物で形成される、
　ｂ）前記チョーク要素は、前記第１冷媒路を介して流れる前記冷媒により冷却される、
　ｃ）前記チョーク要素は、前記給電ケーブルを収容する前記チューブに一体化される、
　ｄ）前記チョーク要素は、前記給電ケーブルの前記外側導体と、前記給電ケーブルを収
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容する前記チューブとの間に延在する、前記アプリケータの一部を含み、任意選択的に前
記アプリケータの前記一部は、
　　ｉ）前記給電ケーブルの前記外側導体と、前記給電ケーブルを収容する前記チューブ
との間を電気的に接続するように構成された金属コーティングを含む、及び／または、
　　ｉｉ）前記アプリケータにより印加された放射線の１／４波長に等しい距離だけ延在
し、
　ｅ）前記給電ケーブルは、外側導体と内側導体とにより形成され、前記外側導体と、前
記給電ケーブルを収容する前記チューブとの間に電気接続が実現され、前記電気接続は、
前記アプリケータにより印加させる前記放射線の約１／４波長の距離だけ前記チューブの
先端から遠位側に実現される、
　ことのいずれかを少なくとも１つを任意選択的に備える、請求項１から２０のいずれか
一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項２２】
　前記変形可能部材は、第２変形可能部材であり、
　前記アブレーションプローブは前記プローブが挿入しやすい挿入形態と、展開形態との
間で遷移するように構成された第１変形可能部材をさらに備え、前記展開形態において、
前記第１冷媒路は、前記第１変形可能部材により少なくとも部分的に実現され、
　任意選択的に、
　　前記第１変形可能部材は、前記給電ケーブルチューブの前記先端部を収容する前記チ
ューブと、前記アプリケータの少なくとも一部の一方または両方を少なくとも部分的に囲
み、
　　さらに任意で、前記第１冷媒流路は、前記給電ケーブルの前記先端部と、前記チュー
ブとの間に形成された導管と、前記チューブと前記第１変形可能部材との間に形成された
導管の一方または両方により形成される、
　請求項１から２１のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
【請求項２３】
　前記腔内送達デバイスは、内視鏡、気管支鏡、肺ナビゲーションシステムの内の１つで
ある、請求項１から２２のいずれか一項に記載のアブレーションプローブ。
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